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出入国在留管理庁

カジノ管理委員会

こども家庭庁

　国家全体、津々浦々における生活の基盤となる諸制度を所掌し、国を支えるあらゆる省庁の中で、
とりわけ幅広い行政機能を担っている「総務省」。

　その所掌範囲は、国の基本的な行政制度の管理・運営から地方自治制度の企画、消防・防災への
対応や、情報通信技術（ICT）を活用した様々な政策の推進まで、多岐にわたっています。

　少子高齢化の進展や地方間格差の拡大、国際競争力の強化など、従前から我が国が直面している
課題に加え、地域DX・地域活性化の推進や防災・減災、国土強靱化の推進による安全・安心なくらし
の実現、そして土台となる社会基盤の確保などに向け、様々な施策を推進しています。

　これからも私たちは、「総（すべ）て」を「務（つと）める」省として、新時代の日本を創造すべく、我
が国の行政を担っていきます。
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（注）組織図は政令以上で規定される主要組織のみを示している。（令和6年4月現在）
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特別の機関

行政イノベーションで未来を形作る

国・地方共通相談チャットボット（Govbot（ガボット））の提供

活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立

安心・安全な暮らしの実現に向けて　～能登半島地震における対応～

Features - 特集 -

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「総務省重点施策2024」より

国家の基盤と人々の暮らしを支える「総務省」。
私たちが、これからの日本社会のためにいま取り組んでいる施策の一端をご紹介します。

活力ある多様な地域社会を実現し、
世界をリードするくにづくり

デジタル時代における放送制度の在り方

生成AIを巡る国際的なルールメイキング
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◆Govbotのサービススタート
　令和6年3月に国・地方共通相談チャットボット（Govbot）の提供
がスタートしました。Govbotは、デジタル行財政改革会議での総理
指示を踏まえ、行政相談の知見を有する総務省とデジタル庁が連携
し、各府省の協力を得て整備したものです。政策分野を横断的に検索
できるチャットボットを政府が整備するのは初の試みです。
　Govbotを広く活用していただくことにより、国民の皆さまの利便性
向上、地方公共団体の窓口負担の軽減につながることが期待されるほ
か、各府省が施策を周知する際の有効なツールになると考えられます。

◆Govbotで提供しているコンテンツ
　Govbotでは、マイナンバー、子育て、医療保険等の住民から地方公
共団体への問合わせが多い分野や、定額減税や年収の壁対策など広
く国民の生活に関係する新しい制度等のうち、国が一定程度統一的
に回答できるものについて、約1,300問（※提供開始時点）のFAQを
用意しています。
　また、Govbotでは、令和6年能登半島地震の被災者支援情報を提
供する政府・関係地方公共団体のサイト、国等の各種相談窓口の連
絡先やチャットボット、各地方公共団体が住民の方向けに整備してい
るチャットボットについても、ご案内しています。
　さらに、Govbotでは、日本語だけでなく15カ国語の言語にも対応
しています（機械翻訳）。

◆Govbotの継続的なバージョンアップ
　Govbotにはユーザーからのご意見・ご要望をフィードバックしてい
ただける仕組みを設けています。ユーザーからのフィードバックや地
方公共団体のご意見等を踏まえながら、住民と地方公共団体の双方
が利便性を感じられるよう、回答の精度の向上、FAQの追加、対象分
野の拡充などのバージョンアップに継続的に取り組みます。

国・地方共通相談チャットボット（Govbot(ガボット)）の提供行政イノベーションで未来を形作る
◆行政イノベーション人材の育成
　行政イノベーションを進めるためには、変革プロジェクトを支えるイ
ノベーション人材の育成も重要です。総務省は、公的部門の職員が利
用者目線で共創的に業務・サービスの設計を行えるよう、研修や個別
のプロジェクト支援を通じた人材育成を行っています。
　例えば、行政サービスの利用者の体験を可視化して共有するための
ペルソナやジャーニーマップを活用した課題発見の手法や、ストーリー
ボードやプロトタイピングを用いた解決策の開発手法など、実践的な
スキルを習得する機会を提供しています。こうした一連の取組を通じ
て、行政全体の効率化と質の向上を図り、持続可能な社会の実現に向
けて取り組んでいます。

◆未来志向の行政運営の変革
　生産年齢人口が急減する2040年問題や国民の価値観・ニーズの
多様化、目覚ましいデジタル技術の進展など、行政を取り巻く環境は
不確実性を増しつつ目まぐるしく変化しており、行政課題も複雑化・
高度化しています。こうした状況に対応するためには、解決すべき行政
課題を的確に特定し、政策立案や組織運営のあり方を未来志向で変
革していくことが求められます。
　総務省は、こうした行政運営の変革（行政イノベーション）を推進す
るため、公的部門における変革プロジェクトを支援するとともに、その
知見を集約・整理・提供する役割を担っています。

◆行政イノベーションのナレッジのハブ
　総務省は、行政イノベーションに積極的に取り組んでいる国内外の
機関と、人事交流も含めた連携を行っており、そのネットワークも活用
して、行政イノベーションに必要な知見を体系的なナレッジとして提
供する「ハブ」としての取組を進めています。
　例えば、令和5年には、公的分野における革新的な取組に関する実
践ガイドブックやフレームワークを多数提供しているOECD行政イノ
ベーション研究所（OPSI）と連携し、行政イノベーションの取組を日
本国内でどのように進めるかを考えるワークショップや、有識者を招
いたシンポジウムを開催しました。こうした取組は、行政イノベーショ
ンを推進する国内外のネットワークの更なる強化にもつながってい
ます。

Govbot
公式キャラクター

がぼたん

(URL)https://www.govbot.go.jp

行政運営イノベーションに関する取組の詳細については、こちらをご覧ください。
 (https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/gyokaku_01.html)
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さらに、Govbotでは、日本語だけでなく15カ国語の言語にも対応して

います（機械翻訳）。

◆Govbotの継続的なバージョンアップ

Govbotにはユーザーからのご意見・ご要望をフィードバックしていた

だける仕組みを設けています。ユーザーからのフィードバックや地方

公共団体のご意見等を踏まえながら、住民と地方公共団体の双方が

利便性を感じられるよう、回答の精度の向上、FAQの追加、対象分野

の拡充などのバージョンアップに継続的に取り組みます。

◆Govbotのサービススタート

令和6年3月に国・地方共通相談チャットボット（Govbot(ガボット)）の

提供がスタートしました。Govbotは、デジタル行財政改革会議での総

理指示を踏まえ、行政相談の知見を有する総務省とデジタル庁が連

携し、各府省の協力を得て整備したものです。政策分野を横断的に検

索できるチャットボットを政府が整備するのは初の試みです。

Govbotを広く活用していただくことにより、国民の皆さまの利便性向

上、地方公共団体の窓口負担の軽減につながることが期待されるほ

か、各府省が施策を周知する際の有効なツールになると考えられます。

◆Govbotで提供しているコンテンツ

Govbotでは、マイナンバー、子育て、医療保険等の住民から地方公

共団体への問合わせが多い分野や、定額減税や年収の壁対策など

広く国民の生活に関係する新しい制度等のうち、国が一定程度統一

的に回答できるものについて、約1,300問（※提供開始時点）のFAQを

用意しています。

また、Govbotでは、令和6年能登半島地震の被災者支援情報を提供

する政府・関係地方公共団体のサイト、国等の各種相談窓口の連絡
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ページ左側（→理）

「業務改革を巡る最新の
取り組み」

をテーマに記載ください。

特集に関する画像・イメージをご提供ください
（写真の場合、（3200×2400px程度））

「業務改革を巡る最新の取り組み」をテーマにご記載くだ
さい。現在の取組を記載するだけでなく、現在に至る経緯
や背景、今後の展望等にも言及いただけると幸いです。
タイトル：30字以内
本文：29字×18行=約500字／1段

×2段=1,000字以内
可能な限り図や画像も入れてください。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

Govbot
公式キャラクター

がぼたん

(URL)https://www.govbot.go.jp

ガボット
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○大規模災害時における被災自治体への応援職員の派遣
■制度概要
　応援職員の短期派遣については、大規模災害が発生し、又は発生
するおそれがある場合に、全国の地方公共団体の人的資源を最大限
に活用して被災自治体を支援するための全国一元的な応援職員の派
遣の仕組みとして、平成３０年３月に「応急対策職員派遣制度」を創
設しました。
　本制度に基づく応援職員の派遣の目的は２つあります。１つ目は、
被災自治体が行う災害マネジメントの支援（「総括支援チーム」の派
遣）です。これは、災害マネジメント総括支援員と災害マネジメント支
援員など数名で構成するチームが、被災自治体の長の指揮の下、被災
自治体が行う災害マネジメントを総括的に支援するものです。２つ目
は、避難所の運営、罹災証明書の交付等の災害対応業務の支援（「対
口支援チーム」の派遣）です。これは、避難所の運営、罹災証明書の交
付等の災害対応業務に係るマンパワー支援を行うものです。
　また、技術職員の中長期派遣については、南海トラフ地震や首都直
下地震など今後の大規模災害に備えて、復旧・復興に必要な中長期
派遣の要員を確保する「復旧・復興支援　技術職員派遣制度」を令和
２年度に創設しました。
　本制度においては、都道府県等が、あらかじめ中長期派遣要員とし
て登録し、平時には、都道府県等が市町村支援業務のための技術職
員を配置し、支援業務を実施することとしています。大規模災害が発
生した場合には、地方三団体（全国知事会、全国市長会、全国町村
会）、指定都市市長会と総務省で構成する「確保調整本部」を設置し
て中長期派遣調整の全体を総括するとともに、「中長期派遣可能な技
術職員数」として都道府県等から報告された要員の派遣先を決定し
ています。
　なお、一般事務職員等の中長期派遣についても、地方三団体等と
連携し対応しています。

■令和６年能登半島地震における被災地での活動 
　被災自治体の行政への支援として総務省から、政府の現地対策本
部や被災自治体に、総務大臣政務官や総務省幹部を含む職員を派遣
しました。
　また、発災直後から被災地と連絡をとり、１月３日には災害マネジメ
ントを支援する総括支援チームがほぼ現地に入り、その後対口支援
として全国の地方公共団体から応援職員が派遣され、避難所運営や
罹災証明書交付業務等を担いました。ピーク時の１月２６日には、１
日当たりじつに１,２６３名の職員が現地で活動しました。
　また、復旧・復興に向け、技術職員を含めた中長期的な支援も進め
ており、被災自治体からの中長期派遣要望に対し、技術職員派遣制
度を活用するとともに、地方三団体等と連携し職員派遣を決定し、順
次、職員派遣を行っているところです。

○緊急消防援助隊の活動
１ はじめに
　令和６年１月１日、石川県能登半島において最大震度７を観測する
地震が発生しました。建物倒壊や火災、津波被害などにより甚大な被
害が発生し、令和６年7月18日時点で、石川県を中心に死者299名、
負傷者1,327名、住家被害128,354棟となっています。
　本災害においては、21都府県の消防本部から被災地に駆けつけた
緊急消防援助隊が大きな役割を果たしました。

２ 緊急消防援助隊等の活動の特徴
（１）迅速な緊急消防援助隊の出動決定
　消防庁の対応としては、地震の規模や大津波警報の発表を踏まえ、
石川県知事からの出動要請を待たずに、消防庁長官から緊急消防援
助隊の出動の求めを行い、発災当初から約2,000名規模の緊急消防
援助隊が出動しました。令和６年１月１日から２月21日までに約
4,900隊（うちヘリ22機）の約17,000人が派遣され、人命救助、情報
収集、消火、救助、救急活動等に従事しました。
（２）緊急消防援助隊の充実・強化
　緊急消防援助隊は、これまで国の補助等によって車両や資機材が
充実するなど、体制強化の取組に努めてきており、令和６年４月現在、
6,661隊の登録がなされています。部隊運用についても、迅速な派遣
に向けた計画の策定、全国のブロックごとの訓練などを行っており、
今回の災害にも活きたものと考えています。
（３）他機関との連携
　緊急消防援助隊員の自衛隊ヘリでの輸送、消防車両の自衛隊機で
の輸送、高齢者搬送におけるD-MATとの連携など、自衛隊、警察、
D-MAT等の関係機関と連携した取組が多く見られました。引き続き
訓練等を通じて連携強化を図っていきます。
（４）地元消防本部の支援
　地元である奥能登広域圏事務組合消防本部に対して、防火水槽へ
の給水活動や消防署の出動支援など、緊急消防援助隊からサポート
を行いました。
（５）消防庁職員の派遣
　被害情報の収集や共有、関係機関との連絡調整などを行うため、
消防庁職員を被災地に派遣しました。また、消防研究センター職員も
被災地に派遣し、輪島市大規模火災の原因調査などを行いました。

３ 今後について
　消防庁では、今回の緊急消防援助隊の活動や、輪島市での大規模
火災の検討により、能登半島地震における課題等を検証し、緊急消防
援助隊の更なる充実強化などに取り組んでいきます。

○自治体ＤＸの推進
　急激に人口減少と少子高齢化が進む中、公共サービスを維持・強
化するとともに、地域の活性化を図るためには、地域におけるデジタ
ル・トランスフォーメーション（ＤＸ）を進めていくことが重要です。
　総務省では、令和５年12月15日にとりまとめられた第33次地方
制度調査会の答申においても提言されているように、人口減少により
経営資源が制約される中で、職員等のリソースを創意工夫を要する
業務にシフトさせ、より質の高い行政サービスを持続可能な形で提
供していくため、デジタル技術を活用した業務改革を進めていきます。
　具体的な取組として、自治体窓口など住民の方との接点（フロント
ヤード）の多様化・充実化とオンライン申請やタブレット等を活用した
データ対応の徹底によって、住民利便性の向上と業務効率化を図る
フロントヤード改革を進めています。相談対応や企画立案業務などへ
人的配置を最適化するとともに、庁舎レイアウトの見直しも行うこと
により、役所が住民や地域社会を担う様々な主体が集う、相談・交流
の場として機能するようになります。
　また、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、
地方自治体は、原則として令和７年度までに、住民基本台帳、個人住
民税などの20業務の情報システムを標準化基準に適合した標準準
拠システムへ移行することが定められています。
　総務省では、地方自治体が標準準拠システムへ円滑かつ安全に移
行することができるよう令和５年度補正予算で基金を積み増してお
り、地方団体の取組を支援しています。
　あわせて、これら取組を全国津々浦々に広げていくために、地方自
治体におけるデジタル人材の確保・育成や、都道府県と市町村等が
連携した推進体制の構築を支援しています。
　総務省では、このような地方自治体が重点的に取り組むべき事項
や国の支援策等をとりまとめた「自治体ＤＸ推進計画」を策定し、地
方自治体のＤＸの取組を後押ししています。

○こども・子育て政策に係る地方財政措置
　我が国の令和５年の出生数は727,277 人で過去最少、合計特殊
出生率は1.20で過去最低となり、少子化は我が国が直面する最大の
危機といえます。急速な少子化・人口減少に歯止めをかけなければ、
我が国の経済・社会システムを維持することは難しく、世界第３位の
経済大国という、我が国の立ち位置にも大きな影響を及ぼします。
　そこで政府では、「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決
定）を策定し、3.6兆円規模の「加速化プラン」に集中的に取り組むこ
ととするなど、こども・子育て政策の強化に一丸となって取り組んでい
ます。
　一方で、児童手当や保育といった、こども・子育てサービスの多くは
地方自治体が主体として提供しており、現場である地方自治体が極
めて大きな役割を果たしています。こうしたことから、こども・子育て政

安心・安全な暮らしの実現に向けて
～能登半島地震における対応～

活力ある多様な地域社会の実現に向けた
地方行財政基盤の確立

策の強化は、国と地方が車の両輪となって取り組むことが重要です。
　総務省では、地方自治体が財政力にかかわらず住民生活に必要な
行政サービスを提供できるよう、地方財政計画（地方財政を全体とし
て捉えて歳入・歳出を見込んだもの）を通じて地方の財源を保障し、
地方交付税や地方債などにより各地方自治体に対して財源保障をし
ています。
　こども・子育て政策については、令和６年度の地方財政計画において
①国が「加速化プラン」に基づき全国的に進める事業（児童手当の拡
充など）の地方負担

②地方自治体が地域の実情に応じてきめ細かに実施する事業（子育
てしやすい環境の整備など）

の双方の財源を確保し、地方財政措置を講じています。
　総務省は､全国どの地域でもこども・子育て政策の強化が図られる
よう、今後もしっかりと現場の地方自治体の取組を財政面から支えて
いきます。

○森林環境税及び森林環境譲与税
　森林は、地球温暖化防止や災害防止などの公益的機能を持ち、広
く国民一人一人が恩恵を受けています。こうした中で、森林環境税及
び森林環境譲与税は、パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室
効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るため、森林整備等に
必要な財源を確保する観点から、国民の皆様に等しく負担を分かち
合っていただくものとして、令和元年度に創設されました。
　森林環境税は、個人住民税均等割の枠組みを用いて、国税として
一人年額1,000円を市町村が賦課徴収するもので、令和６年度から
課税が開始されています。徴収された森林環境税は、森林環境譲与
税として譲与基準に従い地方団体に譲与されることになりますが、喫
緊の課題である森林整備に対応するため、市町村が主体となり手入
れの行き届いていない森林の管理経営を行う森林経営管理制度が
令和元年度に導入されたことも踏まえ、森林環境税の課税開始に先
行して、令和元年度から地方団体への譲与が始まっています。
　森林環境譲与税の使途は、市町村においては、間伐等の森林整備、
人材育成・担い手確保、木材利用促進・普及啓発など、都道府県にお
いては、森林整備を実施する市町村の支援などとされており、令和４
年度は、手入れ不足の森林の間伐等の実施、新規林業就業者の確保
のための林業研修、公共建築物の内装木質化、都市部と山間部の市
町村が連携した森林整備の実施などに活用され、地域の実情に応じ
た取組が総合的に進められています。
　今後も、地方団体において、森林環境譲与税を森林整備や木材利
用等に有効に活用し、森林環境税に対する国民の理解を深めていく
ことが重要です。
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デジタル時代における放送制度の在り方
　このように総務省では、時代の変化を踏まえて必要な放送制度を
不断に検討しています。

　放送は、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信、国民
の知る権利の充足、社会の基本情報の共有、多様な価値観に対する
相互理解の促進といった社会基盤としての役割を果たしながら、健全
な民主主義の発展に貢献しています。
　近年、情報空間がインターネットを含めて放送以外にも広がる中
で、インターネット空間では、人々の関心や注目の獲得ばかりが経済
的な価値を持つアテンションエコノミーや偽・誤情報などの問題が顕
在化しており、このようなデジタル時代においてこそ、放送の役割に対
する期待が増しています。
　総務省では、デジタル時代における放送の将来像や放送制度の在
り方について、中長期的な視点から検討するため、2021年11月から
有識者による検討会（デジタル時代における放送制度の在り方に関
する検討会）を開催し、その検討結果等を踏まえ、所要の制度整備に
取り組んでいます。
　例えば、国民・視聴者の多くがインターネットを主な情報入手手段
として利用しつつあるなど、放送を巡る視聴環境が急速に変化してい
る中で、放送番組がNHKと民間放送事業者の二元体制の下で国民・
視聴者に提供される環境を整えることが重要です。そこで、2022年9
月からは、NHKのインターネット配信の在り方等について検討を行
い、その検討結果等を踏まえ、2024年5月に、インターネットを通じ
て放送番組等の配信を行う業務をNHKの必須業務とすることなどを
内容とする放送法の改正を行いました。これにより、NHKの放送番組
をテレビなどの受信設備を設置しない者に対しても継続的かつ安定
的に提供することができるようになります。

生成AIを巡る国際的なルールメイキング
○安全、安心で信頼できるAIの実現に向けて
　広島AIプロセス以外にも、G20、OECDや国連など、国際社会では
AIに関する議論が進んでいます。生成AI技術は登場してから日が浅
く、望ましいAIガバナンスの実現に向けた国際的な取組は始まったば
かりです。日本は広島AIプロセスの推進だけでなく、この経験を活か
し、安全、安心で信頼できるAIの実現に向け国際的な議論を主導する
ことが期待されます。

※ 広島AI プロセスウェブサイト：　　
　 https://www.soumu.go.jp/hiroshimaaiprocess/

○生成AIの発展と課題
　生成AIの急速な進化は、社会に大きな変革をもたらす可能性を秘
めています。AIによる更なる経済成長や社会課題の解決が期待される
一方で、個人情報の保護、偽・誤情報による社会の不安定化など、
様々な観点から課題が提起されています。AIはインターネットを通じ
て世界中のどこでも利用可能であることから、これらの課題は、国境を
超えて影響を及ぼすものです。したがって、協調的なアプローチによる
国際的な枠組みの構築が求められています。その一環として、2023
年日本議長国下のG7において「広島AIプロセス」が立ち上げられ、
G7で協力してルールの策定に取り組みました。

○初の国際的枠組み
　広島AIプロセスは、2023年５月のG7広島サミットの結果を受け、
生成AIに関する国際的なルールの検討を行うために立ち上げられま
した。日本は2023年のG7議長国としてこの広島AIプロセスの議論を
主導し、同年12月には「広島AIプロセス包括的政策枠組み」及び「広
島AIプロセスを前進させるための作業計画」をとりまとめました。この
中には生成AI等の開発者が安全、安心で信頼できるAIを実現する上
で遵守すべき行動を定めた国際行動規範などが盛り込まれています。
　そして、現在、作業計画に基づき、広島AIプロセスをG7外の国や地
域に広めるべく、専用ウェブサイト※の立ち上げや、広島AIプロセスの
精神に賛同する国・地域の自主的な枠組みである「広島プロセス・フ
レンズグループ」を立ち上げるなど、アウトリーチの取組を精力的に進
めています。

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会　
公共放送ワーキンググループ（第13回）に参加する松本大臣

広島AIプロセス作業部会に参加する事務方

G7群馬高崎デジタル・技術大臣会合
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大臣官房
秘書課
総務課
会計課
企画課
政策評価広報課
参事官

　総務省は、国の基本的な行政制度の管理・運営、地方自治や消防・救急行政、情報通信技術（ICT）を活用した成長戦
略の実現といった幅広い政策を担当しています。このため、様々な政策の企画・立案過程において、総務省として対応を取
りまとめ、省庁間の協議や省内の調整を行う「舵取り役」の役割はとても重要です。例えば、「経済財政諮問会議」、「すべ
ての女性が輝く社会づくり本部」、「まち・ひと・しごと創生本部」、「新しい資本主義実現会議」などの政府の重要な会議で
扱う政策課題について、総務省を代表して意見を述べたり、担当する政策の実行を主導したりしています。
　企画立案された政策を法令に反映させる場合も大臣官房が、法令案の作成や、国会関係業務等に関する省全体の
「舵取り役」を担います。具体的には、審査業務として、総務省において作成する膨大な量の公文書や法令案について、総
務省の施策に合致しているか、あるいは、規定の整合性や表現の的確性が確保されているかなど、細部にわたりチェック
を行います。さらに法令について他府省から協議を受けたりする際の窓口にもなります。
　他にも、省全体の意思疎通を円滑にするため、大臣官房と各部局間の定期的な連絡会議を主催するなど、省の方針決
定の要所を担っているのが大臣官房といえます。

省の舵取り役

　デジタル化の推進や国の行政機関の業務改革を所掌する総務省で
は、デジタル技術を最大限活用した働き方改革を推進しています。
　大臣官房秘書課働き方改革・業務見直し推進室では、職員の声を
踏まえ、働き方改革の実現に取り組むとともに、業務見直しに係る研
修、勉強会及びワークショップの開催などにより、各部局での業務見直
しを後押ししています。
　全ての職員が、育児や介護をはじめとする様々なバックグラウンドに
あわせ、能力を最大限発揮し成長ややりがいを実感しながら、組織とし
て成果を出す働き方ができるよう、今後も取組を進めていきます。

多様な職員が活躍する職場を目指してTopic

より生き生きとした総務省を創る

　省の舵をとるだけでなく、大臣官房は省全体を運営する立場にあり
ます。適材適所の人材配置・研修による能力アップ・職員の福利厚生の
向上を図ることで、職員が自らの能力を伸ばしながら、ひとりひとりが
生き生きと仕事ができるための環境をつくります。さらに、その時代や
環境に応じた組織編成とするため、総務省全体の機構及び定員の調
整を行ったり、総務省の諸施策を実施するための予算要求を行ったり
することも大臣官房の重要な役割です。
　また、最新のデジタル技術を活用した政府
共通の業務環境（ガバメントソリューション
サービス（GSS））への移行を契機として、総
務省DXを推進しています。セキュリティを確
保した上で、テレワークをはじめとする柔軟な
働き方や、デジタルツールの積極的な活用に
よる生産性向上など、これまで以上に働きや
すい業務環境の実現に取り組んでいます。
　また、効率的で質の高い行政を行うため、
総務省の施策について政策評価を実施して
いるほか、総務省の政策への理解が深まるよ
う、分かりやすい広報に努めています。
　この他にも、先の大戦による空襲等のため
死亡した一般戦災死没者に対して追悼の意を
表す事務や、旧独立行政法人平和祈念事業特

別基金から承継した先の大戦におけるいわゆる恩給欠格者を含む兵
士、戦後強制抑留者、海外からの引揚者の労苦に関する貴重な資料を
後の世代に引き継ぐため、民間委託により、資料の管理、保管及び展
示を行っています。

大臣官房

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

Minister’s Secretariat

総務省2024年度業務案内

ワークショップの様子

Mission 大臣官房は、総務省の政策の企画・立案過程や、法令案の作成過程等において、
省の進むべき方向を明らかにする「省の舵取り役」を担っています。
また、総務省全体を見渡し、省内の事務が円滑に運営されるよう調整することで、
省の組織を支えています。
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国家行政をマネジメントする機関にしか、
実現できない改革がある。
国家行政のマネジメントは、総務省の主なミッションの一つ。いま、少子高齢化の進行、

情報通信技術の発達、東日本大震災による影響等により、日本を取り巻く環境はこれま

でにないスピードで変化を続けています。21 世紀の国家行政の実現のため、それを支

えるシステムや制度も、ふさわしいものにしていかねばなりません。つまり、国家行政

全般をマネジメントする総務省は、改革を進めていく大きな役割も担っているのです。

理想とする国づくりを目指して、総務省は国民の目線から国家行政のあるべき姿を追求

していきます。

各府省
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行政管理局
企画調整課
調査法制課
管理官

行政運営の変革の推進

　人口減少への対応策として社会全体の生産性向上が課題となる
中、行政においても、業務の非効率を是正してより付加価値の高い業
務に資源を投入できる環境を整えることが重要となっています。また、
現在の行政では１つの課題がほかの課題と相互に関連しており、単一
の解決策では対処できない複雑高度な課題への対応が必要となって
います。
　こうした背景を踏まえ、行政管理局では、行政運営の変革を推進す
るため、次のような取組を行っています。

変革プロジェクトの実践 
　行政管理局では、変革を行おうとしている府省とともに変革プロ
ジェクトを立ち上げ、様々な手法を用いながら実践することで、各府省
の変革を支援しています。例えば、法令の立案業務の見直しに関する
プロジェクトでは、現場の担当者を含めた府省横断的なコミュニティを
形成し、その中で課題の発見、解決方法の検討を行うなど、関係者との
共創的アプローチによる変革に取り組んでいます。また、庁舎内スペー
スの新たな活用方法を構想するプロジェクトでは、同じ庁舎内の省庁
の職員とともに「未来の働き方」を考えるワークショップを開催し、「未
来の兆し」から「実現したい姿」について考える未来洞察の手法を用い
てコンセプトをまとめ上げ、コワーキングにも活用できる多目的エリア
オープンに繋げました。
　また、新たなビジネスチャットツールの業務への活用法について、先
行導入を踏まえた知見を含めてセミナーを行うなど、デジタルツールに
関する情報発信や導入支援も行っています。

変革ノウハウのナレッジ化・情報発信
　これまでの変革プロジェクトの実践や国内外のレポート・取組事例
等の内容を体系化することで、行政運営の変革のための知見・ノウハウ
を各府省が活用しやすい形でナレッジ化し、情報発信を行っています。
　さらに、これらのナレッジを活かし、各府省に対して研修を実施する
など、行政運営の効率化や質の向上に係る人材育成事業を行ってい
ます。

独立行政法人の適正かつ円滑な運用の確保

　独立行政法人制度は、中央省庁等改革の一環として導入されまし
た。政策実施機能の一部を主務省（各独立行政法人を所管する府省
庁）から分離し、独自の法人格を与えることで、業務の質の向上や効果
的な政策実施を図ること等を目的とする制度です。独立行政法人の業
務運営は、主務大臣が与える目標に基づき各独立行政法人の自主性・
自律性の下に行われるとともに、事後に主務大臣がその業務実績につ
いて評価を行うこととされています。
　行政管理局は、各府省が独立行政法人を新設したり、既存の独立行
政法人が担う業務を追加したりする際に、その妥当性について審査を
行っています。また、主務大臣による目標策定・業績評価が客観的かつ
厳正に行われるよう、政府統一の指針を定めるなど、独立行政法人に
共通する制度の設計等に取り組んでいます。
　さらに行政管理局は、独立行政法人評価制度委員会の事務局も務
めています。この委員会は、第三者機関としての立場から主務大臣の行
う目標策定や評価を点検する役割を担います。その際、単なる点検や
監視といった受動的な役割にとどまるのではなく、社会環境の変化へ

の柔軟な対応や新たな価値実現を果たすＤＸの推進など、各独立行
政法人に横断的に求められるような対応を促進・支援し、独立行政法
人の政策実施機能が最大限発揮されるよう積極的に活動しています。
その一環として、独立行政法人の業務運営の参考となるよう、ＤＸ推
進、内部統制強化、効果的な情報発信、研究成果の社会実装推進に関
する取組など、独立行政法人が創意工夫を凝らして業務成果を上げて
いるような先進的な取組を収集し、発信しています。また、委員会の取
組を主務省と独立行政法人に周知し、独立行政法人の先進的な取組
事例をさらに積極
的に発信する場と
して、「独立行政
法人シンポジウ
ム」を開催してい
ます。　

Administrative Management Bureau行政管理局
総務省2024年度業務案内

行政通則制度の企画立案、適正運用の確保

Mission 行政管理局は、各府省共通のルールの適正な運用の確保と、社会の変化に応じた行政
運営の在り方そのものの変革に一体的に取り組み、時代の要請に応じた行政の実現を
目指しています。
・国民の権利保護及び行政の公正性の確保・透明性の向上のため、通則法制の適正な運用を確保
・社会の急速な変化と公務の課題の複雑化に対応するための、行政運営の変革の推進
・国の政策実施機能の向上のため、独立行政法人制度の適正かつ円滑な運用を確保

各府省横断で開催したワークショップの様子

「独立行政法人シンポジウム」パネルディスカッションの様子

　行政機関が守るべき共通的な制度の企画・立案を行っ
ています。行政運営における公正性の確保や透明性の向上
を図る行政通則制度として、以下の法令を所管しています。

行政手続法と行政不服審査法
　行政機関は、パスポートの発給などの許認可や不適切
な事業を行う事業者への営業停止命令など、国民の権利
利益へ影響を及ぼす「行政処分」を行っています。
　「行政手続法」は、行政機関の恣意的な判断による行政
処分により国民の権利利益が侵害されることを未然に防
止するため、行政処分等を行うに当たって行政機関が守
るべき共通のルール（審査基準の策定、理由の提示、聴聞
手続等）を定めています。
　「行政不服審査法」は、違法、不当な行政処分により権
利利益が侵害された場合に、行政機関に対し不服を申し
立て、救済を求める制度を定めています。本制度には、裁
判所で行われる行政訴訟に比べ手続が簡易・迅速で、手
数料が不要というメリットがあります。
➡　 法の狙いや制度趣旨を浸透させ、定められた手続が
適切に行われるよう、行政機関向けのガイドライン整
備や研修実施のほか、制度を利用する国民に対する情
報提供の充実を図っています。

情報公開法
　国民に開かれた行政の実現を図るため、行政機関の職

員が組織的に使うものとして保有している文書や電子
データなどについて、誰でも開示を求めることができる権
利やその手続を定めています。開示請求の件数は、制度
施行から20年あまりの間、増加傾向であり 、直近（令和
４年度）では19万件に及んでいて、行政機関の活動を国
民に説明するための制度として定着していると言えます。
➡　 開示請求件数が増加する中、引き続き各行政機関
における適正な運用を確保するとともに、請求への対
応等がスムーズになされるよう、情報公開事務のデジ
タル化や効率化にも取り組んでいます。

調査研究、国際機関等との連携
　AIを始めとするデジタル技術の活用などによる社会の
変容や行政を巡る課題の変化を受けて、将来の行政一般
の基本となる制度に関して、行政学・行政法などの研究者
とのネットワークを活用しながら、短期から中長期まで幅
広い課題についての調査研究に取り組んでいます。

　また、OECDや国際行政学会などの国際会議への出
席、ベストプラクティスの共有等を通じて国際機関等と連
携することで、日本の行政を俯瞰しつつ、日本の行政に関
する情報の発信、海外の最新の理論及び実践に関する情
報収集に努めています。
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行政評価局
総務課
企画課
政策評価課
行政相談企画課
評価監視官
行政相談管理官

行政相談

Administrative Evaluation Bureau行政評価局
行政運営改善調査

　行政評価局では、施策や事業の担当府省とは異なる立場から、各府
省の課題解決につながるよう、幅広い分野を対象とした調査を行い、
政策効果や業務運営上の課題を把握・分析しています。調査を行うに
当たっては、各府省の政策動向のみならず、管区行政評価局などの全
国的なネットワークや行政相談機能の活用により、社会及び地域が抱

える課題を適時把握することに努めています。
　 調査の結果、政策の設計上・運営上の課題が明らかになった場合
には、関係府省等に対して勧告や情報提供を行います。また、勧告等の
結果、どのように政策が改善・推進したのかフォローアップを行い、着
実な行政運営の改善に取り組んでいます。

政策評価の推進
　政策評価は、各府省が自らの政策についてその効果を把握・分析し、
その結果を政策立案・遂行に反映させ、政策の改善を図ることで、効率
的で質の高い行政及び成果重視の行政を推進し、また、国民に対する
行政の説明責任を徹底することを目的とするものです。
　行政評価局は、政策評価制度を所管しており、各府省における政策
評価の取組を推進するため、制度の基本的事項の企画・立案を担って
います。特に、近年の社会経済の複雑困難な課題に対応するためには、
随時政策の効果を把握し、機動的かつ柔軟に政策の軌道修正を図る
ことが有効であるという認識の下、各府省における政策効果の把握・
分析の取組を後押しするため、新たな政策評価のガイドラインの策定
（令和６年３月）や、関係府省・有識者とともに政策効果の把握・分析手
法について共同で研究する取組などを進めています。

災害専用フリーダイヤルに被災された方から寄せられたご相談

　マイナポータルで罹災証明書を申請しようとしたところ、暗証番号を
３回間違えてロックされてしまった。住所地ではなく、避難先の市区町
村でマイナンバーカードの暗証番号の再設定を行えるようにしたい。

ご相談を受け関係機関に照会・相談し、被災された方に寄り添った
制度運用に改善されました

　多くの方が市町外に避難していることが見込まれる、石川県内の一部の
市町の住民の方について、特例的に、避難先の市区町村の窓口においてマ
イナンバーカードの電子証明書の暗証番号の再設定が可能になりました。

能登半島地震で被災された方の困りごとを、行政相談で解決
～避難先の市区町村で、マイナンバーカードの暗証番号の再設定が可能になりました～

Topic

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

災害時の道路啓開
河川の陸閘の管理・運用

一人暮らしの高齢者に対する見守り活動
不登校・ひきこもりのこども支援
身元保証等高齢者サポート事業

墓地行政
浄化槽行政

医療的ケア児とその家族に対する支援
太陽光発電設備等の導入

里親委託
ため池の防災減災対策

勧告等を行った最近の調査テーマ
Mission ①政策評価制度、②行政運営改善調査、③行政相談の各機能を有機的に連携させ、政策

効果の把握・分析等によって政策設計・運営上のボトルネックを発見し、その解消を図るこ
とで各府省が自らの政策の効果を更に高め、政策を前に進める取組に貢献します。また、
これらの取組を通じて国民に対する説明責任を果たし、国民の行政に対する納得や信頼
を高めます。

調査風景
（リチウムイオン電池等の回収・
再資源化に関する調査）

行政相談
（令和6年度行政相談ポスター、
　行政相談のマスコット「キクーン」）

制度の詳細については、
こちらから

過去に勧告等を行った調査
については、こちらから

政策評価の基本方針や、各府省が行った評価の
結果は、政策評価ポータルからご覧いただけます。

政策評価の基本方針や、各府省が行った評価の結果は、
政策評価ポータルからご覧いただけます。
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※ API：Application Programming Interfaceの略

　統計局は、政府統計の中核的機関として、統計情報の発信、高度利
用の推進、統計リテラシーの向上・発展、統計ミクロデータ（調査票情
報）の二次的利用の推進といった、統計情報の提供の戦略的取組を進
めています。　
　政府統計のポータルサイトである「政府統計の総合窓口（e-Stat）」
では、各府省が公表する統計データを一元的に提供し、統計データの
検索やダウンロード機能のほか、利用者が作成するプログラムから、直
接統計データを取得できるAPI※機能、統計地図の作成や、防災・施設
整備・市場分析等の地域分析が可能となる機能を備えた統計地理情
報システム（jSTAT MAP）、主な統計データを視覚的に分かりやすく
簡単に利用できる統計ダッシュボードを提供するなど、統計データの
高度利用を推進しています。
　また、誰でも無料で受講可能な「データサイエンス・オンライン講座」
を提供する等、データを利活用する人材育成のための取組を進めてい
ます。

統計局
総務課
事業所情報管理課
統計情報利用推進課
統計情報
  システム管理官

統計調査部
調査企画課
国勢統計課
経済統計課
消費統計課

Mission 統計は、経済社会の姿を映し出す「鏡」であり、その進むべき方向を指し示す「羅針盤」です。
経済社会の急速な変化を背景に、統計の重要性がますます高まる中、
国家の政策判断や国民・企業等の意思決定に不可欠な「社会の情報基盤としての統計」の
整備と提供を推進しています。

Statistics Bureau統計局
統計情報の提供の戦略的推進

計データの利活用を推進しています。
　この他にも、地方公共団体の政策課題解決を支援するための「ＥＢＰＭ
ブートキャンプ」、データ利活用・分析に関する優れた取組の表彰や先進
事例の横展開、地方公共団体における研修会やセミナー等への講師派
遣、ビジネスに役立つ統計データ利活
用セミナー等の取組も行っています。
※1 統計ミクロデータとは、世帯単位や事業
所単位といった集計をする前の個票形
式のデータのこと

※2 ＥＢＰＭ（Evidence-Based Policy 
Making）とは、証拠に基づく政策立案の
こと

国勢の基本に関する統計の作成・提供

　統計局では、我が国の社会・経済情勢の変化に的確に対応しながら、国勢調査を始めとする国の重要な統計調査を企
画・立案及び実施し、社会に役立つ正確な統計を作成・提供しています。
　統計調査の結果は、国や地方公共団体が行政施策を企画・立案する際の基礎資料として用いられるほか、学術研究機
関や民間企業などで広く利用されています。
　特に、「国勢調査」と「経済センサス」は、母集団全てを調査する全数調査となっており、他の統計調査を設計するため
のフレームとしても活用されています。
　また、毎月実施している「労働力調査」、「家計調査」、「小売物価統計調査」の結果は、完全失業率、家計収支、消費者
物価指数など、雇用・消費・物価の最新の情勢を示す統計データとして活用されています。

  周期 開始時期
●人口に関する基本的な統計
 　国勢調査 ５年 1920 年 10月
 　人口推計 毎月 1921 年 10月
 　住民基本台帳人口移動報告 毎月 1954 年１月
●住宅・土地の状況を明らかにする統計
 　住宅・土地統計調査 ５年 1948 年８月
●国民の就業・不就業の状態を明らかにする統計
 ★労働力調査 毎月 1946 年９月
 　就業構造基本調査 ５年 1956 年７月
●社会生活の実態を明らかにする統計
 　社会生活基本調査 ５年 1976 年 10月
●事業所・企業に関する統計
 　経済センサス-基礎調査 ５年 2009 年７月
 　経済センサス-活動調査 ５年 2012 年２月
 　経済構造実態調査 毎年※ 2019 年６月
 　個人企業経済調査 毎年 1952 年４月
 　サービス産業動向調査＊ 毎月 2008 年７月

  周期 開始時期
●科学技術に関する統計
 　科学技術研究調査 毎年 1953 年８月
●家計の実態を明らかにする統計
 ★家計調査 毎月 1946 年７月
 　家計消費状況調査 毎月 2001 年 10月
 　全国家計構造調査 ５年 1959 年９月
 　全国単身世帯収支実態調査 ５年 2009 年９月
 　家計消費単身モニター調査 毎月 2017 年８月
 　消費動向指数（CTI） 毎月 2018 年１月
●物価に関する統計
 　小売物価統計調査 毎月 1950 年６月
 ★消費者物価指数（CPI） 毎月 1946 年８月
●地域に関する統計
 　地域メッシュ統計 ー 1965 年 10月
　★印の結果は、毎月、総務大臣が閣議で報告
 ※経済センサス - 活動調査の実施年を除く。
　＊2024年12月で中止。2025年１月からサービス産業動態統計調査を
　　新たに開始（毎月実施）。

新たな基幹統計調査である
「サービス産業動態統計調査」の実施

Topic

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

　総務省統計局では、令和７年１月から新たな月次の基幹統計調査※

として「サービス産業動態統計調査」を実施します。
　既存の一般統計調査であるサービス産業動向調査（総務省所管）と
特定サービス産業動態統計調査（経済産業省所管）を統合し、新たな
基幹統計調査として、「サービス産業動態統計調査」（総務省所管）を
創設・実施します。
　現行のサービス産業動向調査では、グラフのとおりサービス産業に
おける足元の市場動向を把握できることが分かります。その結果は、四
半期別GDP速報（QE）などを始めとする各種経済指標などで幅広く
利用され、利活用対象や範囲が順次拡大している状況であり、新調査

では利活用の幅が更に広がることが期待されています。
※ 基幹統計調査とは、統計法（平成19年法律第53号）に基づき国が実施する特に重
要な統計調査のこと。

統計データ利活用の推進

　総務省統計局及び独立行政法人統計センターは、2018年４月か
ら、先進的なデータ利活用の推進拠点として、和歌山県内に「統計
データ利活用センター」を開設し、統計ミクロデータ※1等の提供や地方
公共団体のＥＢＰＭ※2支援等を行っています。
　情報セキュリティを確保しつつ、高度・多様なデータ解析を可能とす
る環境（オンサイト施設）における統計ミクロデータ※1の提供により、例
えば統計ミクロデータとその他のデータ（行政データや独自のアン
ケート調査結果）とを組み合わせて人口移動の要因を分析することで、
人口減少対策の施策にいかすなど、地方公共団体におけるデータを活
用した課題解決の取組の支援を進め、新たな価値創造につながる統 （オンサイト施設）

※2024年１月～３月は速報値
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政策統括官
統計企画管理官
統計審査官
統計調整官
国際統計管理官
恩給管理官

Mission 政策統括官（統計制度担当）室は、統計行政の「司令塔」として、
総務省統計局をはじめとする各行政機関と連携し、統計委員会の意見を伺い、
統計の品質向上や統計調査の回答者の負担軽減を推進するとともに、
利活用の促進や国際統計事務の統括などに取り組んでいます。

政策統括官
統計制度担当

統計に関する基本的事項の企画・立案・推進等

　統計は、各行政機関の所管する行政分野においてそれぞれ作成され
ており、様々な政策の企画・立案の基礎資料として利用されるなど、社
会の重要な情報基盤となっています。
　統計には、国勢統計やＧＤＰ統計など我が国の統計の中核となる
「基幹統計」のほか、それ以外の「一般統計」などがあり、令和６年３月
現在、54の基幹統計と210の一般統計が作成されています。
　政策統括官（統計制度担当）室は、統計行政の「司令塔」として、各行
政機関が統計を作成する際の共通的なルールの策定などを行ってお
り、統計の品質向上や利活用を促進するとともに、統計調査の回答者
の負担軽減などに取り組んでいます。
　統計を国民にとって利用しやすい有用な情報とするためには、各行政分野の統計が過不足なく作成され、体系的に整
備されていることが重要であることから、統計整備を総合的・計画的に推進するため、「公的統計基本計画」をおおむね５
年ごとに策定しています（直近では令和５年３月28日に策定）。これは、政府が今後５年間でどのように統計整備を行う
のかを示した、いわば「羅針盤」となるものであり、この計画に基づき、経済のデジタル化、サービス化、グローバル化の進
展に対応した統計の整備や充実、国民経済計算の精度向上やＳＵＴ体系への計画的移行といった公的統計の整備に関
する事項や、政府統計のポータルサイト（e-Stat）の機能充実、行政記録情報やビッグデータの公的統計作成での活用、
学術研究における調査票情報の活用の円滑化、総合的な品質管理の取組の強化、オンライン回答率の向上などに取り
組んでいます。
　また、統計が国民に効果的に利用されるためには、統計が一定の基準に沿って作成され、統計間で相互に比較可能で
あることが重要です。そのため、統計の統一性や総合性を確保するための技術的な基準として「統計基準」を設定してお
り、具体的には、統計上の分類としての「日本標準産業分類」、「日本標準職業分類」などを定めています。

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

【令和６年度「統計の日」ポスター】

ＳＩＡＰ研修の様子

　ＳＩＡＰは、千葉市の幕張に所在する国連機関であり、政策統括官（統計制度担
当）の７人の職員も常駐しています。ＳＩＡＰは1970（昭和45）年に設立され、50年
以上の歴史を持ちます。2024年（令和６年）３月末までに約3.4万人の研修生を送
り出し、各国の統計部局長等の幹部も数多く輩出しています。
　2024年（令和６年）４月にはバンコクで開催された国連アジア太平洋経済社会
委員会（ＥＳＣＡＰ）総会において、日本のＥＳＣＡＰ加盟70周年を記念したイベント
が開催され、ＳＩＡＰの研修を修了した統計部局長を招いてのパネルディスカッショ
ンが行われました。

世界に広がる統計分野の人材育成Topic

【統計委員会における建議の手交の様子】

国際統計事務の統括

　国際連合（ＵＮ）、国際通貨基金（ＩＭＦ）、経済協力開発機構（ＯＥＣ
Ｄ）などの国際機関が主催する国際会議や統計事業へ参加しているほ
か、国際機関や諸外国と統計情報の交換を行うなど、様々な国際協力
を行っています。
　国連統計委員会では、アジア太平洋地域から選出された委員国とし
て、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の進捗を測るＳＤＧグローバル指
標などの国際的な議論へ積極的に参画しています。
　アジア太平洋地域では、開発途上国の政府職員を対象に統計研修 国連統計委員会

を実施する「国連アジア太平洋統計研修所（ＳＩＡＰ）」に対して、財政
支援や事務協力を行うことにより、各国の統計作成能力の向上に貢献
しています。

統計調査の審査

　各行政機関が統計調査を行う場合、回答者である国民や企業等の
方々に回答負担が生じます。そのため、各行政機関が統計調査を行お
うとする際には、あらかじめ、審査を行っています。
　審査を行うに当たっては、①統計作成の目的と適合しているか、②
統計技術的に合理的かつ妥当なものであるか、③他の統計調査と過
度に重複していないかなどの観点から審査を行うことにより、統計調
査の回答者の負担の軽減や統計精度の確保を図っています。

　我が国の統計調査の中核となる基幹統計調査の審査に当たって
は、より慎重な判断を
行うため、学識経験者
など統計の専門家から
構成される「統計委員
会」に対し意見を求め
ています。

公的統計の総合的品質管理の推進

　統計には様々な誤差要因が存在し、作成プロセスにおいて不測の誤
りが発生する可能性は常にあることから、重大事象の発生を抑止し、
信頼性の高い有用な統計を提供していくため、政府では、総合的品質
管理（ＴＱＭ：Total Quality Management）の考え方に沿って、ＰＤ
ＣＡサイクルによる品質改善を中心に、公的統計の総合的な品質向上
に向けた取組を進めています。
　総務省では、各府省において、所管する統計調査を対象として調査
実施後に「点検・評価」が計画的に実施され、その結果を活用して改善
が図られるよう、政府共通のガイドライン等を策定し、これらに基づく

各府省の実施状況等を確認する
とともに、点検・評価結果につい
て統計調査計画と併せて公表す
るなど、統計作成プロセスにおけ
るＰＤＣＡサイクルの確立に向けた取組を推進しています。また、こうし
た各府省における自立的・主体的な品質管理の取組の更なる充実・実
効性確保を図るため、「統計監理官」に任用した専門家を中心に、各府
省の統計調査を対象として、専門的かつ客観的な立場から「統計作成
プロセス診断」を実施し、必要な助言・支援等を行っています。
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政策統括官
統計企画管理官
統計審査官
統計調整官
国際統計管理官
恩給管理官

公害等
 調整委員会
総務課
審査官

公害等調整委員会

　令和５年４月から、公害紛争処理手続における書面等の電子提出の範囲が拡大しました。また、令和６年４月からは、
審問期日等へのウェブ会議方式による参加が可能となりました。詳細は、当委員会ホームページをご覧ください。
　公式X（旧Twitter）アカウントでも随時情報を発信しますので、フォローをお願いします。

手続のIT化Topic

Mission 恩給は、かつて身体、生命を捧げて国家のために尽くされた旧軍人等とその遺族を対象と
した、国家補償を理念とする年金制度です。恩給は、これらの方々の生活を支えとなってい
ることから、政策統括官（恩給担当）では、受給者への適正な支給などに努めています。

Topic 恩給年額の改定について

　恩給年額は、毎年度、国民年金の改定率によって改定されます。ただし、国民年金が引き下げられる場合であっても、
恩給は国家補償の性格を尊重する趣旨から引き下げない仕組みとなっています。
　令和６年度の国民年金の改定率の改定に伴い、令和６年度の恩給年額は2.7％の引上げとなりました。令和５年度と
比較した主な恩給年額及び改定額は以下の表のとおりです。

恩給制度の概要

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

Mission 公害等調整委員会は、
（１）調停や裁定などによって公害紛争の迅速・適正な解決を図ること（公害紛争処理制度）
（２）鉱業、採石業又は砂利採取業と一般公益等との調整を図ること（土地利用調整制度）
を主な任務とする行政委員会です。

政策統括官
恩給担当

公害紛争の迅速・適正な解決
【「公害」とは？】
　「公害」は、環境基本法により、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる①大気の汚染、②水質の
汚濁、③土壌の汚染、④騒音、⑤振動、⑥地盤の沈下及び⑦悪臭によって、人の健康又は生活環境に被害が生じること、
と定義されています。

【公害紛争処理制度の仕組み】
　公害紛争の迅速・適正な解決を図るため、司法的解決
とは別に、「公害紛争処理法」により公害紛争処理制度が
設けられ、公害紛争を処理する機関として、国に公害等調
整委員会が、各都道府県には公害審査会等が置かれて
います。
　このような公害紛争処理機関とは別に公害苦情を迅
速・適正に解決するために、都道府県及び市区町村には
公害苦情相談窓口が設けられています。

【公害紛争処理手続の種類】
　公害紛争処理制度には、「裁定」、「調停」等の手続があります。このうち、裁定は、加害行為と被害との間の因果関係の
存否（原因裁定）や損害賠償責任（責任裁定）に関し、法律判断を行うことによって、また、調停は、公害紛争処理機関が
当事者の間に入って両者の話合いを積極的にリードし、双方の互譲に基づく合意によって紛争の解決を図る手続です。

鉱業等に係る土地利用の調整

　鉱物の掘採、岩石や砂利の採取などをしようとするときは、経済産業大臣や都道府県知事等の許認可を受けることが
必要です。公害等調整委員会では、これらの許認可などの処分に不服がある者からの申請について、不服の裁定を行い、
一般公益や他の産業との調整を図ります。

区　分
本人に対する給付
遺族に対する給付

計

受給者数
1千人（159人）
90千人（2千人）
92千人（2千人）

（注）受給者数は、令和６年度予算人員。（　）は一般文官で内数

　恩給制度は、明治８年４月、佐賀の乱、台湾出兵等を背景に、これらの鎮圧等により負傷し、罹病し又は死亡した陸軍
軍人やその遺族を対象として発足したわが国で最も古い年金制度です。
　旧軍人以外の文官等の年金は、昭和34年に国家公務員共済組合法が施行されたこと等により、恩給制度から共済年
金制度に移行しました。
　現在、恩給受給者数は92千人で、その大半は、先の大戦において、
国の命令で軍務に服し、身体、生命を捧げて国のために尽くした旧軍
人やその遺族です。
　恩給受給者の平均年齢は95.2歳（令和５年３月末）となっています。
　恩給年額は、国民年金の引上率を用いて改定する仕組みとなって
おり、これにより適正な水準を確保しています。

恩給業務の概要

　恩給請求（主に遺族からの請求）等に対し、迅速かつ適正な処理を行うとともに、受給者に対して正確・確実な支給を
行っています。
　また、恩給受給者の高齢化が著しいことを踏まえ、親切・丁寧な対応に努めています。

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/
application_guide.html#heading04

主な恩給年額



25 26

時代の変化に即した
   「地方自治」の追究

地方を考えることは、日本を考えること。
地方公共団体、そしてその先の住民の
暮らしに想いを馳せる。

　1,700を超える自治体から構成されているこの国、日本。

風土や歴史、産業や文化など、どれ一つとっても同じ地方はなく、そこでは多様な暮らし

が営まれています。

　人口減少や高齢化、社会全体のデジタル化や頻発する災害、地球規模での環境危機な

ど、様々な課題が山積するなか、持続可能な形で住民サービスを提供し続けられる地方公

共団体のあり方とは。安心・安全で充実した住民の生活を守り、その主体的な行動を促し、

後押しする方策とは。

　住民の暮らしを支える基盤たる地方公共団体とともに、総務省は日本全体、そして将来

を見据えて、地方のあり方を考え続けます。
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自治行政局
行政課
住民制度課
市町村課
地域力
　 創造グループ
地域政策課
地域自立応援課

参事官

公務員部
公務員課
福利課

選挙部
選挙課
管理課
政治資金課

自治行政局 Local Administration Bureau

　平成12年、地方分権一括法の施行により、国と地方の役割分担の明確化、機関委任事務制度の廃止、国の関与の
ルール化等が図られ、地方公共団体の自由度が増し、果たすべき役割が拡大しました。平成11年以来進めてきた全国的
な合併推進の結果、平成11年３月31日に3,232であった市町村数が、平成22年３月31日には1,727となるなど、市町
村合併は相当程度進展し、基礎自治体の行財政基盤の強化が図られてきたところです。（令和6年1月1日現在の市町村数は1,718）
　我が国は人口減少局面に入り、2040年頃には高齢者人口がピークを迎えます。その中でも、基礎自治体が持続可能
な形で行政サービスを提供していけるようにするため、近年においては、「定住自立圏」や「連携中枢都市圏」をはじめとす
る地方公共団体間の広域連携を推進しているほか、市町村と都道府県の連携など、市町村合併によらない多様な広域
連携の仕組みを用意し、地域の実情に応じた取組を支援しています。
　また、今後、地方公共団体が行政サービスを提供するための経営資源が大きく制約されることを前提として、職員が自
ら担うべき業務の範囲を見直すとともに、業務の徹底した自動化・省力化を図るなど、従来の延長線上にはない新たな行
政サービスを提供できるよう、各地方公共団体の不断の行政改革を積極的に支援しています。

地方自治の発展と持続可能な行政サービスの提供

【住民基本台帳ネットワーク】
　住基ネットは、電子政府、電子自治体を構築するための基盤として不可欠なものです。住基ネットにより、各種行政手
続において住民票の写しの添付や、各種年金における現況届け等の省略が可能となっています。
【社会保障・税番号（マイナンバー）制度】
　マイナンバー制度は、より公平・公正な社会保障制度や税制の基盤であるとともに、デジタル社会における国民の利便
性向上や行政の効率化を実現するためのインフラとして導入されました。
　また、マイナンバーカードは、対面・非対面を問わず安全・確実な本人確認ができる「デジタル社会のパスポート」です。
そのため、マイナンバーカードへの理解を促進し、希望する全ての国民がカードを取得できるよう、 円滑にカードを取得
していただくための申請環境の整備等に取り組むとともに、カード利活用シーンの拡大にも取り組んでいます。
【地域におけるDXの推進】
　地方公共団体が担う行政サービス及び地域課題の解決について、デジタル技術やデータを利活用して、住民の利便性を向
上させること等を目的とし、国が主導的な役割を果たしつつ、全地方公共団体の取組を着実に進めていくこととしています。

電子自治体の推進

Topic デジタル人材の確保・育成

　地域DX推進のため、地方公共団体は大きな役割を担う一方、全国
的にデジタル人材は官民問わず逼迫している中、特に小規模な市町村
の現場では、デジタル人材の確保・育成に苦慮している団体も多く見
受けられます。こうした状況を踏まえ、自治行政局では、都道府県と市
町村の連携体制の構築も含め、地方公共団体におけるデジタル人材
の確保・育成を推進しています。
＜主な取組＞
①　都道府県等における市町村支援のためのデジタル人材の確保

　等必要になる経費について、７割を特別交付税で措置
②　DXの取組を支援するための専門アドバイザー制度や各種研
修機関における地方公共団体職員向けの研修の充実

③　地方公共団体がデジタル人材確保・育成に取り組む際に参
考となるガイドブックの策定

④　デジタル人材の確保・育成のほか、地方公共団体における体
制の整備や内部事務のDXに関する参考事例集の策定

地域の活性化、地方への新しい人の流れの創出、
地域を支える人づくりに向けた取組

【地域資源を活かした地域の雇用創出と消費拡大の推進】
　人口減少・少子高齢化の進行が著しい地方において、地域力の維持・
強化を図るため、地域の人材・資源・資金を活用した地域課題の解決に資
する起業・新規事業（ローカルスタートアップ）を支援しています。地域密
着型のスタートアップにより、地域における雇用の創出と消費の拡大を図
り、地域経済の好循環の拡大につなげています。また、地産地消型のエネ
ルギーシステムを構築する「分散型エネルギーインフラプロジェクト」の取
組も各府省連携しながら進めています。

【地域の人材、組織の育成強化】
　地域への「ヒト・情報」の流れを創出するため、特定の地域に継続的
に多様な形で関わる「関係人口」の創出・拡大などに取り組んでいま
す。地域協力活動を行いながら、地域への定住・定着を図る「地域おこ
し協力隊」については、研修の充実や起業支援等により、地域に密着し
て活躍できる環境づくりを行っています。また、都市部の企業の社員を
地域活性化の即戦力として活用する「地域活性化起業人」を推進して
います。
　地域の課題解決のための住民による取組体制の確立のため、地域
における多様な主体を包摂し、連携させる地域運営組織の形成や持
続的な運営を支援しています。また、過疎地域など条件不利地域につ
いては、基幹集落を中心とした「集落ネットワーク圏」の形成を支援し
ています。また、人口が急減している地域において、地域産業の担い手
を確保するため、地域内の事業者の需要に応じて人材を派遣する事業
協同組合を支援しています。

【地域の国際化の推進】
　外国青年を招致し、地域レベルでの国際交流の進展等を目的とした
JETプログラムの推進や、外国人住民に対する行政・生活情報の提供
及び日常生活への支援の促進等、地域における多文化共生の推進な

地方公務員制度の整備等

　地方分権の推進や地方創生等の重要な役割を担う地方公務員が、
個々の能力を最大限発揮し、効率的・効果的な行政運営を実現できる
よう、社会情勢の変化に適応した地方公務員制度の確立を目指し、必
要な改革を進めています。
　近年では、地方公務員の働き方改革、女性地方公務員の活躍、人事
評価制度の確立、適正な給与・定員等の取組のほか、男性の育児休業
の取得促進、共済制度等の福利厚生の充実、安全快適な職場づくりな
どの取組を推進しています。加えて、大規模災害発生時における被災地
方自治体の職員不足解消にも取り組んでいます。

【選挙制度の企画・立案】
　選挙は、国民が政治に参加するための最も重要なシステムであり、
我が国の民主政治の根幹をなしています。自治行政局選挙部では、国
民の意思が、国政や地方政治に公正かつ・効果的に反映されるような
選挙制度の確立を目指して企画・立案を行っています。

【適正な選挙管理執行】
　全国の都道府県・市区町村の選挙管理委員会と連携して、国政選挙
等の適正な管理執行を担うとともに、有権者の投票環境や利便性の
向上に取り組んでいます。また、有権者への選挙情報の周知や投票参
加の呼びかけを行うほか、国民の政治意識の向上のため、主権者教育
を推進しています。

【政治資金制度の適正な運用】
　民主主義の健全な発展のため、政治資金の収支の公開や授受等の
規制を定めた政治資金規正法及び政党への助成を定めた政党助成
法の運用・企画・立案を担っています。

選挙・政治資金制度の企画・立案等

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

自治行政局は、地域の暮らしを支える地方公共団体の行政運営を支援するため、下記のよ
うな幅広い施策を推進しています。
・地方分権の推進　・地方自治制度の企画立案　・多様な広域連携の展開
・活力ある地域づくり　・地方団体の情報システムの標準化・共通化　・地域の国際化　
・地方公務員制度の整備、充実　・選挙制度の企画立案

Mission

ど様々な国際化施策を推進しています。
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自治財政局
財政課
調整課
交付税課
地方債課
公営企業課
財務調査課

自治財政局 Local Public Finance Bureau

Mission

　福祉、教育、警察、消防、道路や河川等の社会基盤の整備を始めとした住民生活に密接に関連する行政は、その多くが
地方公共団体の手で実施されており、地方財政は国の財政と並ぶ車の両輪として、極めて重要な地位を占めています。そ
の結果、令和６年度の通常収支分の地方財政の規模は、93.6兆円となっています。
　今後も、地方公共団体が、人への投資や地域経済の活性化等を推進するとともに、こども・子育て政策を含む、少子高齢
化への対応や、賃金や物価等の動向を踏まえて必要となる対応を進めるため、必要な地方税財源の確保が不可欠です。

地方財政の果たす役割

　地方財政は、約1,800の地方公共団体の財政の総体であり、その多くは財政力の弱い市町村です。地方の財源不足は、
税収の落込みや減税などにより、平成６年度以降急激に拡大し、平成22年度には、景気後退に伴い過去最大の18.2兆円
に達しました。令和６年度においても、社会
保障関係費の自然増などにより、依然とし
て1.8兆円の財源不足が生じています。
　また、このような財源不足を背景に、地
方財政の借入金残高は、令和６年度末見
込みで179兆円、対GDP比29.1％と高い
水準にあります。

地方財政の現状

自治財政局は、地方公共団体が、福祉、教育、警察、消防、社会基盤の整備など住民生活
の基盤となる行政サービスを安定的に提供するとともに、自主性・主体性を最大限発揮し
てこども・子育て政策の強化や地域におけるDX・GXの推進等に取り組むことができるよ
う、地方財政計画の策定などを通じた地方財源の保障・調整、地方公共団体の財政マネ
ジメントの強化などに取り組んでいます。

■ 地方財政の借入金残高の状況

国と地方の税財源配分

　国民の負担による租税収入の配分における国と地方の比率は、約
3：2となっています。
　一方、最終的な支出主体が国と地方のいずれかという観点から整
理した場合の歳出規模における国と地方の比率は約2：3と、乖離が生
じています。
　そこで、地方公共団体が必要な行政サービスを提供するため、地方
交付税など使途の特定されない財源や、国庫補助・負担事業に対する
補助金・負担金などの財源が国から地方に移転されています。

地方交付税による財源調整

　本来、地方公共団体の財源は地方税など自主財源をもって賄うこと

が理想です。しかし、現実には税源などは地域的に偏在しているため、
これを調整し、地方税収の少ない団体にも、一般財源（使途が特定さ
れず自由に使える財源）を保障するための仕組みが必要となります。こ
のような趣旨から設けられたのが地方交付税制度です。
　令和６年度の地方交付税の総額は、18兆6,671億円となっています。

地方財政計画を通じた財源保障

　地方公共団体が、人口や産業の集積の度合いによる地域間格差や
景気の動向による税収の年度間格差にかかわらず、住民生活に必要な
行政サービスを提供するという責務を果たすことができるよう、地方
財政計画（地方財政を全体として捉えて歳入・歳出を見込んだもの）を
通じて地方の財源を保障し、地方交付税や地方債などにより各地方公
共団体に対する財源保障を行っています。

地方債資金の確保

　地方公共団体の歳出は地方債以外の歳入をもって賄うことが原則
ですが、建設事業など将来の住民にも経費を分担してもらうことが望
ましい場合、あるいは災害など臨時的に多額な出費の必要がある場合
などには、地方債を経費の財源とすることができます。そこで、毎年度、
地方債発行額の見込みである地方債計画を策定し、地方債資金を確
保するとともに起債の同意等の事務を通じて、適切な地方債資金の配
分を行っています。

地方公営企業制度の企画立案

　地方公営企業は、水道、交通、病院、下水道など地域住民の生活や
地域の発展に不可欠なサービスを提供しています。人口減少や施設の
老朽化に伴い経営環境が厳しさを増す中、各地方公営企業が住民生
活に必要なサービスを安定的に提供していくため、経営戦略の策定
や、広域化を始めとする抜本的な改革等の取組を推進しています。

地方財政の健全化

　高齢化に伴う社会保障関係費の増大等により財政構造の硬直化が
進み、地方財政が極めて厳しい状況にある中、地方公共団体の自律的
な財政健全化の取組に資するよう、「地方公共団体の財政の健全化に
関する法律」により、財政指標の整備とその開示の徹底、財政の早期
健全化や再生のための仕組みを設けています。また、より効率的・効果
的な行財政運営に向け、公共施設等の適正管理や地方公営企業の経
営改革などの財政マネジメントの強化を促進しています。

Topic 地域のデジタル化の推進

　地方では、地域経済の活性化や東京圏への一極集中の是正、人口
減少・少子高齢化への対応、防災・減災対策や教育の質の維持・向上、
適切な医療水準の確保など、解決すべき社会課題が複雑化していま
す。こうした中、地方公共団体は「デジタル田園都市国家構想」の実現
に向け、様々な分野におけるデジタル技術の実装を行い、多岐にわたる
地方の社会課題をデジタルの力を活用して解決していくことが求めら

れています。
　このため、地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決の取組等
を一層推進するため、令和６年度地方財政計画においても、「地域デジ
タル社会推進費」を引き続き2,500億円計上しているほか、令和５年
10月に発足したデジタル行財政改革会議での議論等を踏まえ、利用
者起点で行財政の在り方を見直し、デジタル技術を最大限に活用して
公共サービス等の維持・強化や地域経済の活性化を図る、デジタル行
財政改革の取組が進められており、地域のデジタル化に向けた取組が
一層進むことが期待されます。

■ 国・地方間の財源配分（令和４年度）

国民の租税（租税総額＝119.4兆円）

国税（76.3兆円）
64.0%

国民へのサービス還元
国と地方の歳出総額（純計）＝208.4兆円

国の歳出（純計ベース）
91.9兆円
44.1％

地方の歳出（純計ベース）
116.6兆円
55.9％

地方税（43.0兆円）
36.0%

（※）超過課税及び法定外税等を除く。

地方交付税
国庫支出金等

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications
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自治税務局
企画課
都道府県税課
市町村税課
固定資産税課

自治税務局 Local Tax Bureau

Topic 法定外税

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

　地方公共団体が課すことができる地方税には、法人事業税や自動
車税、個人住民税や固定資産税など多くの税目があり、これらは法定
税と呼ばれ、課税の対象や税額の計算方法などが、地方税法で定めら
れています。また、地方公共団体は条例により、地方税法に定める税目
以外にも、独自の税を課すことができます。これを法定外税と呼び、税
収の使途が条例に定められているかどうかにより、法定外普通税と法
定外目的税に分けられます。
　地方公共団体が法定外税を導入するに当たっては、事前に総務大
臣に協議し同意を得る必要があります。総務大臣は、地方公共団体が
新たに導入しようとする法定外税が①国税又は他の地方税と課税標
準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重となること、②地方公共
団体間における物の流通に重大な障害を与えること、③国の経済施策
に照らして適当でないことのいずれかに該当しない限り、これに同意し
なければなりません。
　令和６年４月現在、産業廃棄物税（三重県、長崎県、沖縄県等）や核
燃料税（北海道、福井県、愛媛県等）など、50を超える地方公共団体で
法定外税が導入されています。近年、報道などで話題となっている「宿
泊税」も法定外（目的）税です。
　宿泊税は、観光施策に要する費用を確保するために平成14年度に

Mission

　教育、福祉、消防・救急、ゴミ処理といった、私たちの生活に身近な行政サービスの多くは、市区町村や都道府県によっ
て提供されています。地方税は、こうしたサービスを賄うための財源であり、その地域に住む住民などが広く共同して負担
しあうものとして、都道府県や市区町村がそれぞれ条例に基づいて課税しています。自治税務局では、この地方税の枠組
みを定める地方税法を所管しています。

地方税の制度運営の担い手として

　地方公共団体の収入（令和６年度地方財政計画額93.9兆円）には、地方税のほか、地方交付税、国庫補助負担金、地方
債などがありますが、地方税は44.9兆円と全体の47.8％を占めています。
　地方公共団体が、自らの発想で特色を持った地域づくりができるよう、地方分権を推進し、その基盤となる地方税を充実
させることが必要です。自治税務局においては、これまで、国と地方の役割分担を踏まえ、平成19年の国（所得税）から地方
（個人住民税）への３兆円の税源移譲や平成26年度及び令和元年度の地方消費税率の引上げ（消費税率換算：1.0％→
1.7％→2.2％）、また、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平成31年度の森林環境税及び森林
環境譲与税の創設など、地方税の充実に取り組んできました。

地方税の充実に向けて

自治税務局は、地方公共団体の行政サービスの重要な原資であり、「地域社会の会費」で
ある地方税の充実・確保を図ることにより地方分権を推進するとともに、日本の社会経済
の変化に対応した地方税制改正の企画・立案を担っています。

　地方公共団体が地域の実情に応じた行政サービスを提供するため
には、安定的な財政運営に必要となる一般財源を確保する必要があ
り、その際、できるだけ自らの財源である地方税によって必要となる財
源を賄うことが理想ですが、税源の偏在があれば、地方税の充実を図
ると地方公共団体間の財政力格差が拡大することには留意が必要で
す。したがって、地方税の充実確保を図るとともに、税源の偏在性が小
さく税収が安定的な地方税体系の構築を進めることが必要となります。 
　自治税務局においては、これまで、上述の地方消費税率の引上げの
ほか、法人事業税における外形標準課税の導入（平成16年度）・拡大
（平成27、28年度）を行い、税収の安定性の確保や応益課税の強化を
図るとともに、令和元年度に、地域間の財政力格差の拡大、経済社会
構造の変化等を踏まえ、大都市に税収が集中する構造的な課題に対
処し、都市と地方が支え合い、共に持続可能な形で発展するための特
別法人事業税及び特別法人事業譲与税の創設などに取り組んできま
した。

偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築等

■ 人口１人当たり税収額の偏在度（令和４年度）

注） １ 表中における計数は、超過課税等を含まない。
 ２ 令和４年度までは決算額、令和５、６年度は地方財政計画額である。
 ３ 地方法人二税の平成21年度以降の点線は、国から都道府県に対して譲与されている
  特別法人事業譲与税等を除いた額。

■ 税収推移（地方消費税・地方法人二税）

東京都で導入されて以降、大阪府（平成28年度）や京都市（平成30年
度）など計９団体で導入されており、令和６年11月から新たに北海道
ニセコ町で導入が予定されています。コロナ禍からの回復に伴う訪日
外国人旅行者の増加等による観光行政需要の高まり等によって、今
後、宿泊税を検討する団体がさらに増加していくことが予想されます。
　法定外税の導入は、新たな税源を確保するため、地方公共団体自ら
の責任と判断において行われるものであり、地方分権の観点からも重
要な意義を持つものと考えられます。

■ 国税・地方税の税収内訳（令和６年度予算・地方財政計画額）
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消防庁
総務課
消防・救急課
予防課

国民保護・防災部
防災課
参事官

消防庁 Fire and Disaster Management Agency

　令和６年能登半島地震の際には緊急消防援助隊が全国から被災地に駆けつけましたが、緊急消防援助隊が大規模
災害時により効果的・効率的に活動できるよう、車両・資機材の整備を行うなど、消防庁では緊急消防援助隊の一層の
充実強化に取り組んでいます。
　また、緊急消防援助隊のＤＸの推進による情報収集、分析など指揮支援体制の強化を図るとともに、災害情報をすべ
ての住民に迅速かつ確実に伝達するため、災害情報伝達手段（防災行政無線や緊急速報メールなど）の多重化を推進し
ています。
　さらに、令和５年２月に発生したトルコ・シリアでの地震災害など、国外で発生した大規模な災害に対しては、高度な救
助技術を有する国際消防救助隊を国際緊急援助隊・救助チームの一員として被災地へ派遣します。

南海トラフ地震・首都直下地震などの大規模災害に備える

　地域の防災を担う消防本部は、市町村の責任のもとに全国720本部が設置され、消防職員約17万人、消防団員約76
万人が協力して日夜災害に対応しています。
　消防庁では、多様な地域の消火・救助・救急ニーズに的確に対応するため、消防の広域化の支援など市町村消防の体
制の強化を推進するとともに、高齢化等を背景とした救急需要の増大、救急出動件数の増加などの様々な諸課題を解消
するため、消防機関と医療機関の連携強化、救急車の適時・適切な利用（適正利用）の推進、救急救命士の処置範囲の
拡大等の救急業務の高度化などを推進しています。
　また、今後大規模災害はもとより、近年頻発化・激甚化する風水害などの発生が危惧される中、地域に密着し、災害時
にいち早く現場に駆けつけ、消火・救助活動、避難誘導などの活動を展開している消防団の役割は、ますます大きくなっ
ています。このため、消防庁では、女性や若者など幅広い住民への入団促進に向けた広報の充実、消防団員の処遇の改
善、企業や大学等と連携した入団促進、自主防災組織等の様々な主体との連携強化など、消防団を中核とした地域防災
力の充実強化に向けて取り組んでいます。

地域の安心・安全を支える

多様化する火災・企業災害を未然に防ぐ

　近年、グループホームなどの小規模福祉施設や大規模物流倉庫、民
泊などの新しい形態の施設が出てきており、新たな安全対策の検討が
必要となっています。また、石油コンビナートなどひとたび火災が発生
すると周辺住民の生活に重大な影響を及ぼす施設や水素エネルギー
などの新エネルギーを取り扱う施設に関する安全対策の確保も求め
られています。
　消防庁では、社会構造の変化や施設の形態の変化に柔軟に対応し、
必要な消防法令の改正や、事業者への指導の推進などを行っています。

また、これらの施設で火災が発生した際は、迅速に災害対応を実施す
るとともに、火災の原因や人的被害が発生した要因などの検証を行
い、必要に応じて消防法令の改正を行うなど、ハード・ソフト両面から、
さらなる火災予防対策の強化を図っています。
　住宅についても、消防法を改正し、平成23年から全ての住宅に住宅
用火災警報器の設置を義務付けています。住宅用火災警報器を設置す
ることにより、設置がない場合に比べ死者数等の被害を概ね半減でき
ることがわかっており、安全で安心な暮らしの実現に貢献しています。

武力攻撃や大規模テロから国民を守る

　武力攻撃や大規模テロなどが発生した場合、国と地方公共団体は
相互に連携協力し、総力を挙げて国民の安全を確保する責務を有して
います。こうした有事に際し、消防庁は、国の対策本部と地方公共団体
との連絡調整や消防の応援などの指示、住民の安否に関する情報の
収集・提供などを担当しています。
　消防庁では、内閣官房から発出される弾道ミサイル攻撃など国民保
護に関する情報等の緊急情報を、人工衛星及び地上回線を通じて送信

し、市町村防災行政無線（同報系）等を自動起動することにより、人手
を介さず瞬時に住民等に伝達することが可能な全国瞬時警報システ
ム（Jアラート）を整備し、全ての住民が緊急情報を迅速かつ確実に受
け取ることができる体制を確保するとともに、大規模テロや武力攻撃
事態等を想定した訓練や弾道ミサイルを想定した住民避難訓練等を
国と地方公共団体が共同で実施するなど、国民保護の取組を進めて
います。

　令和６年能登半島地震では甚大な被害が発生し、令和６年7月18
日時点で、石川県を中心に死者299名、負傷者1,327名、住家被害
128,354棟となっています。
　消防庁の対応としては、地震の規模や大津波警報の発表を踏まえ、
石川県知事からの出動要請を待たずに、消防庁長官から緊急消防援
助隊の出動の求めを行い、発災当初から約2,000名規模の緊急消防
援助隊が被災地に向けて出動しました。令和６年１月１日から２月21
日までに約4,900隊（うちヘリ22機）の約17,000人が派遣され、人命

Topic 令和６年能登半島地震の概要と消防庁の対応

Topic 令和６年能登半島地震における消防団の活動等

　令和６年能登半島地震において、消防団は、自らも被災しながら、地
域住民の命を守るため、発災直後から住民への避難の呼びかけや消
防隊と連携した消火のほか、倒壊家屋からの救助、孤立集落からの住
民搬送、行方不明者の捜索、避難所の運営支援など、懸命な活動を展
開しました。
　今回の地震では、激しい揺れによって道路が寸断され、関係機関に
よる支援が困難を極める中、地域に密着した消防団は、地域防災力の
要として、非常に大きな役割を果たしました。

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

Mission 消防庁は、災害などによる被害の防止や軽減を図るため、必要な法令整備を担うととも
に、大規模災害等の緊急時においては、消防庁内の危機管理センターに災害対策本部を
設置し、全国から被災地に派遣される緊急消防援助隊のオペレーションや、被災地・官邸
などとの連絡調整を担います。

富山県防災航空隊による活動（富山県防災航空隊提供）輪島市市ノ瀬町における緊急消防援助隊の活動

珠洲市消防団による避難所運営支援の様子輪島市消防団による亀裂の入った道路補修の様子
（輪島市消防団門前分団員提供）

救助、情報収集、消火、救助、救急活動等に従事しました。
　また、被害情報の収集や共有、関係機関との連絡調整などを行うた
め、消防庁職員を被災地に派遣しました。
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国際戦略局
国際戦略課
技術政策課
通信規格課
宇宙通信政策課
国際展開課
国際経済課
国際協力課
参事官

国際戦略局 Global Strategy Bureau

　社会全体のデジタル化を推進し、我が国の国際競争力を強化していく観点から、ＩＣＴ分野の研究開発やその成果の
社会実装等を戦略的に推進していくことが一層重要となっています。
　このような中、総務省では、次世代の情報通信インフラとしてあらゆる産業や社会活動の基盤となることが見込まれ
るBeyond 5G（6G）やＡＩ技術、量子技術、宇宙ＩＣＴ等の先端的な情報通信技術の研究開発や国際標準化等を戦略
的に推進しています。また、我が国で情報通信分野を専門とする唯一の公的研究機関である国立研究開発法人情報通
信研究機構（ＮＩＣＴ）を通じて、世界最先端の基礎的・基盤的な研究開発にも取り組んでいます。
　特にBeyond 5G（6G）については、国際競争力の強化や経済安全保障の確保を図るため、令和５年３月にＮＩＣＴに
基金を設置し、社会実装及び海外展開を見据えた研究開発・国際標準化を推進しています。
　また、ＡＩ技術、量子技術、宇宙ＩＣＴについても、大規模言語モデル（ＬＬＭ）の開発力強化に向けたデータの整備、大
阪・関西万博を見据えた同時通訳の実現、超高信頼な量子通信技術の実現、高度な宇宙ネットワーク技術の実現等に
向けた取組を進めています。

情報通信分野の技術戦略の推進

Topic Beyond 5Gの推進戦略

　Beyond 5Gの早期実現と国際競争力の強化を目指した取組を、よ
り効果的・実効的に推進していくための新たな戦略に向け、情報通信
審議会において検討を進め、令和６年６月に最終答申を受けました。
　最終答申では、これまでの我が国の官民における取組の進展や、情
報通信ネットワークの自律性や技術覇権を巡る国際的な動向、通信業
界を巡る構造変化、AIの爆発的普及といった環境変化等を踏まえ、今
後、Beyond 5G実現に向けた各種取組を進める上で重視すべき視点
として、業界構造等の変化の的確な把握とゲームチェンジ、グローバル
なエコシステムの形成・拡大、オープン化の推進及び社会的要請に対
する意識の変化の４点が示されました。

海外展開の推進、経済安全保障

　新型コロナウイルス感染症の世界的流行を契機として社会・経済の
デジタル化が加速し、世界中でデジタルインフラの整備・高度化や社
会課題を解決するデジタルソリューションへのニーズが増大していま
す。また、大国間の競争が激しさを増す中、グローバルサウスの存在感
が高まっていること等も相まって国際情勢は一層複雑になり、経済安
全保障上の課題を含めた様々なリスクも顕在化しています。
　総務省では、このような世界の変化の流れを掴みながら、情報通信
技術の研究開発や国際標準化にとどまらず、海外展開や国際的なルー
ル形成まで分野横断的に一気通貫で取り組むことを通じて、ＩＣＴ分野
における国際競争力の強化や経済安全保障の確保を推進しています。
　例えば、令和４年７月に策定した「総務省海外展開行動計画2025」

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

デジタル時代において、ＩＣＴは経済の成長力・競争力の源であり、この分野の国際競争力
の強化を図ることは、我が国の経済全体の成長を牽引する大きな原動力となります。
国際戦略局では、グローバルな視点から、ＩＣＴ分野における研究開発や国際標準化、海外
展開、国際的なルール形成等に一体的に取り組んでいます。

Mission

諸外国・国際機関との政策協調、国際的なルール形成

　総務省では、社会経済活動のグローバル化によって国境を越えた情
報流通やビジネス・サービスが進展する中、二国間の枠組みのほか、Ｇ
７、Ｇ２０、国連、ＡＰＥＣ、ＯＥＣＤ、ＩＴＵ、ＡＰＴといった多国間の枠
組みを通じて政策協議を行い、情報の自由な流通の促進、安心・安全
なサイバー空間の実現、質の高いＩＣＴインフラの整備、国連の持続可
能な開発目標（ＳＤＧｓ）の実現への貢献等、ＩＣＴ分野における国際
連携の取組を推進しています。
　例えば、「インターネットに匹敵する技術革新」とも例えられ、急速に
社会へ浸透しつつある生成AIについて、精緻な偽画像や偽情報による
社会の混乱等、社会経済を脅かすようなリスクも指摘される中、2023
年のＧ７議長国として、高度なAIシステムへの対処を目的とした初の国
際的政策枠組みである「広島AIプロセス包括的政策枠組み」のとりまと
めを主導し、安全・安心・信頼できるAIの実現を目指す国際社会の議論
に大きく貢献しています（参照「生成AIを巡る国際的なルールメイキン

グ」ｐ.10）。
　また、ＷＴＯや各種経済連携協定（ＥＰＡ）の交渉を通じて、相手国
の外資規制の撤廃・緩和等、我が国の産業界のニーズを充足する貿易
枠組みを構築するとともに、円滑な情報流通のための環境の整備にも
取り組んでいます。

ケニア　ムダバディ内閣筆頭長官兼外務大臣と協力覚書を交換する松本総務大臣

革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業の概要

の下、５G/Open RAN、光海底ケーブル、データセンター等のデジタ
ルインフラ、医療・農業分野等におけるワンストップのＩＣＴソリュー
ションの展開に重点をおき、官民ファンドである株式会社海外通信・放
送・郵便事業支援機構（ＪＩＣＴ）やその他の関係機関とも連携しなが
ら、案件発掘、案件提案、案件形成等の展開ステージに合わせて、人材
育成・メンテナンス・ファイナンス等を含めたトータルな企業支援を実
施しています。
　また、グローバルなデジタルインフラの安全性・信頼性の確保の観
点から、米国をはじめとする同志国と連携しながら、Open RANの推
進による５Ｇサプライヤの多様化や光海底ケーブル網の強靱化等にも
取り組んでいます。

　その上で、事業者が一定の覚悟をもって取り組むプロジェクトを、
ゲームチェンジを実現するための我が国の「戦略商品」として位置付
け、研究開発、国際標準化、社会実装・海外展開等に関する各種取組
を有機的に連携させつつ、総合的に取り組む姿勢が不可欠であると
し、各種取組を一体的に推進していくことが提言されました。
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情報流通行政局 Information and
Communications Bureau

デジタル時代における放送政策に関する企画・立案

　放送は、災害情報や地域情報等の社会の基本情報の共有といった
社会基盤の役割を果たしてきました。他方で、スマートフォンの普及等
による視聴スタイルの変化やインターネットによる動画配信の普及等、
放送を取り巻く環境は急速に変化しています。デジタル時代の到来に
より、情報空間がインターネットへと拡大していく中、多様な主体に
よって多様な情報が流通しているからこそ、取材や編集に裏打ちされ
た信頼性の高い情報発信等を行っている放送の役割の重要性はます
ます高まっています。
　そこで総務省では、放送を取り巻く環境が変化する中においても、良
質な放送コンテンツが多様な伝送手段により全国の視聴者に提供さ
れ、意欲あるローカル局の地域情報発信やインターネット配信の後押
しができるよう、放送事業者の経営基盤を強化することでコンテンツ
制作に注力できる環境整備に取り組んでいます。
　また、能登半島地震などの近年頻発化・激甚化している大規模な災
害に対応するため、放送ネットワークの強靱化に向けたケーブルテレ
ビの光化への支援や、地上波中継局の共同利用に向けた取組、停電時
であっても放送が継続できるようにするための停電対策の推進、ラジ
オ難聴対策の推進等を行っています。放送は国民の生命・財産の確保
に不可欠な情報を確実に提供するため、災害時の情報入手手段として

重要な役割を果たしていることから、テレビ放送を通じた情報アクセス
機会の確保を実現するため、指針の策定や字幕番組、解説番組、手話
番組等の制作費の助成により、視聴覚に障害のある方等に向けた放
送の普及も促進しています。
　さらに、コンテンツ分野は我が国の成長を牽引する将来が期待され
る産業であり、日本のソフトパワーにも大きな役割を果たすものとして
期待されています。我が国の情報発信力を維持・強化するとともに、日
本に対する関心を高めて各地域に需要を呼び込むため、日本の放送事
業者等が地域の魅力を伝える放送コンテンツを海外の事業者等と共
同制作して世界に発信する取組を支援する等、放送コンテンツの海外
展開を促進しています。

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

　超高齢化社会、低成長経済、危機の常態化や社会の持続性への懸念等VUCAの時代が到来するなか、AIを起点とした
データ処理、サイバー・フィジカルの融合、新たなサイバー空間の登場等、ICTに求められる社会的な役割は増大していま
す。ICTを通じて、我が国が抱える様々な課題を解決し、心躍る社会を実現できるよう情報通信政策の総合的な企画・立案
に取り組んでいます。

ICT総合戦略の企画・立案

　我が国は、少子高齢化による労働人口の減少や国内市場も縮小が見込まれるなど、厳しい経済環境です。また、災害
の激甚・頻発化への対処や、50年以上経過する公共インフラの老朽化対応など、課題が山積しています。
　また、スマートフォンの普及等をはじめとして社会のデジタル化が進展し、ネットワークの高度化等も背景に、国民生活
や経済活動における情報通信の果たす役割が増大していることもあり、デジタルは、地域社会の生産性や利便性を飛躍
的に高め、産業や生活の質を大きく向上させ、地域の魅力を高める力を持っています。さらには、SNSや検索などのプラッ
トフォーマーが提供するサービスは生活の利便性向上に貢献しています。
　一方、インターネット上で流通する情報には、誹謗中傷や偽・誤情報も含まれるといった問題も顕在化しています。さら
に、生成AIやメタバースといった新たな情報通信技術の登場により、デジタル空間が大きく変容しています。
　そして、政府としても「デジタル田園都市国家構想」の旗を掲げ、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地方に
おけるデジタルトランスフォーメーション（DX）を積極的に推進することとしています。
　こうした課題やデジタルの持つ力を踏まえ、地方が直面する社会課題の解決の切り札としてのデジタル実装を推進す
ることにより、地域社会及び経済の活性化に貢献し、さらには偽・誤情報の流通・拡散や生成AIやメタバースの普及と
いった、デジタル空間の進展に伴う新たな課題に対して総合的な取組をしています。
　また、日本社会全体の活性化や我が国が抱える課題の解決に向けて、データ等を活用した様々なデジタルサービスの
恩恵を誰もが享受できる社会の実現を推進するとともに、利用者が安全・安心に情報を利活用出来る環境の整備などを
推進しています。

ICTの活用による社会課題の解決

情報流通行政局は、企業や研究機関、国の行政機関、地方自治体と連携しながら、ICT（情報
通信技術：Information & Communications Technology）により社会における情報
のやりとりを円滑なものとし、私たちの生活をより豊かなものとすることを担っています。
・ICT総合戦略の企画・立案
・ICTの活用による社会課題解決
・時代に即した放送の在り方の企画・立案
・郵政事業の適正かつ確実な実施の確保

Mission

Topic インターネット上の偽・誤情報対策

　情報通信技術・サービスの普及・進展に伴い、国民生活の利便性が
高まる一方で、インターネット上の偽・誤情報の流通・拡散といった問
題が顕在化しています。例えば、街並み、風景の画像や、著名人や公人
があたかも正式に発言したかのような動画が、生成ＡＩによって生成さ
れ、ネット上に発信・拡散される事例も発生しており、こうした状況を国
民生活に対するリスクと捉え、必要な対応を行っていくことが重要です。

　総務省では、令和5年11月から開催している「デジタル空間における
情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会」の検討内容や、国際
的な動向も踏まえつつ、偽・誤情報の流通・拡散への対応について、表
現の自由の観点とのバランスにも配慮しながら、制度整備を含め、総
合的な対策を進めています。

郵政事業の適正かつ確実な実施の確保

　郵政事業は、2007年に民営化され、2015年には、日本郵政株式会
社、株式会社ゆうちょ銀行、株式会社かんぽ生命保険の３社の株式が
上場されました。総務省では、郵政事業に係るユニバーサルサービス
があまねく全国で確保されるよう適切に指導・監督するとともに、全国
２万４千の郵便局を国民生活の安心・安全の拠点として活用するた
め、利用者の目線に立った新たな事業の展開及び郵便局の利便性の
向上を促進しています。
　また、万国郵便連合（UPU）等を通じた国際協力・国際貢献の推進、
日本型郵便インフラシステムの海外展開を通じた郵便関連ビジネスの

創出の促進などの施策を推進しています。
　さらに、信書の送達について利用者の選択の機会の拡大を図るた
め、民間事業者が信書を取り
扱うことができる信書便事業
制度を導入し、その業務の適
正な運営の確保に向けて適切
に指導・監督しています。
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総合通信基盤局 Telecommunications
 Bureau

　総務省では、政府が掲げる「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」
（2022年３月策定、2023年４月改訂）に基づき、デジタル基盤の整備を推進しています。
　具体的には、2027年度末までに光ファイバの世帯カバー率を99.9%とするために、離島等における整備を推進する
とともに、2030年度末までに５Ｇの人口カバー率を99％、５Ｇ等の道路カバー率を99％とすることを目指して、携帯電
話用基地局のエリア整備を推進します。光ファイバ、５Ｇ等のデジタル基盤の整備に当たって、総務省が事務局となり、自
治体、通信事業者等で構成される「地域協議会」を開催しており、今後も地域の声に耳を傾けながら取組を進めます。
　また、データセンターの拠点整備を促進するほか、国際海底ケーブルの多ルート化に向けて陸揚局の分散立地や国際海
底ケーブルの分岐支線の整備に対する支援を行い、我が国の国際的なデータ流通のハブとしての機能強化を促進します。
　さらに、離島、海上、山間部等の効率的なカバーや地上系ネットワークの冗長性の確保に有用な、HAPS（High Altitude 
Platform Station）や衛星通信システムといった非地上系ネットワーク（NTN）の早期国内展開にも取り組んでいきます。

デジタル基盤の整備　

　電気通信サービスの高度化・多様化により、多くの利用者に利便性の向上や選択肢の増加がもたらされる一方で、利
用者と事業者の間の情報格差や事業者の不適切な勧誘などにより、トラブルも発生しています。総務省では、消費者トラ
ブルを防止し、安心して通信サービスを利用できる環境を整備するため、消費者保護ルールを策定し、累次にわたり規律
を強化するとともに、事業者の取組状況についてモニタリングを実施しています。　
　近年では、検索サービスやSNSなどのプラットフォームサービスを提供する事業者による利用者に関する情報の取得・
管理等に対する利用者の不安が高まっています。これを踏まえ、ICTサービスの利用者に関する情報の適正な取扱いに係
る制度の整備などを内容とする改正電気通信事業法が2023年６月に施行されました。その後、大規模な電気通信事業
者に対して、利用者情報の取扱いに関する社内ルールの届出や取扱方針の公表、取扱状況の自己評価等を義務付ける特
定利用者情報規律については、2023年12月に対象事業者を指定し、2024年1月から適用が開始されました。
　また、総務省では、電気通信事業者の通信設備の停電対策や通信回線の冗長化などを制度化するとともに、具体的な
対策方法を情報通信ネットワーク安全・信頼性基準において規定するなど、自然災害時などに通信を途絶させないため
の施策に取り組んでいます。

安心・安全なICT利用環境の整備

　近年、我が国の電気通信市場においては、携帯電話やブロードバンドの普及、移動系通信事業者を主としたグループ
単位での競争の進展等の大きな環境変化が起きており、そうした環境変化も踏まえた上で、公正な競争環境を引き続き
確保していくための制度整備等が一層重要になってきています。総務省では、電気通信事業者によって多種多様な電気
通信サービスが低廉な料金で提供されるよう、電気通信市場における公正な競争環境の整備に取り組んでいます。

電気通信市場における公正な競争の促進

総務省2024年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

Mission 総合通信基盤局は、ありとあらゆる主体が情報通信を活用する上で前提となる次のよう
なルール策定や環境整備を行うことにより、我が国の情報通信が安心安全かつ確実に機
能するための仕組みづくりを担っています。
・デジタル基盤の整備
・電気通信市場における公正な競争の促進
・安心・安全なICT利用環境の整備
・電波の有効利用の促進や利用環境の整備

電波の有効利用の推進

　電波は、携帯電話、無線LAN、業務用無線など国民生活に不可欠な
サービスに幅広く利用されている国民共有の資源です。総務省では、そ
の電波を有効に活用することで、その便益が広く国民に及び、我が国の
社会経済を活性化できるよう、周波数の適切な割当て、国際的な周波
数調整、電波の有効利用に資する研究開発の推進、新たな電波利用
ニーズに対応するための環境整備等の各種施策に取り組んでいます。
【第５世代移動通信システム（５Ｇ）の普及･促進】
　前述の「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」において、５Ｇの人
口カバー率を2023年度末までに95％、2030年度末までに99％にす
る等の整備目標を掲げ、５Ｇインフラ整備の加速化に取り組んできまし
た。その結果、2022年度末時点の５Ｇの人口カバー率は96.6％となり、
目標を前倒しで達成するなど、５Ｇインフラの整備を早期に進めること
ができています。
　さらに、「５Ｇならでは」の携帯電話サービスをより多くの利用者が実
感できるよう、サブ６やミリ波といった高い周波数帯や、SAといった新技
術について、新たな整備目標を設定し、インフラ整備を後押ししています。
また、今後の携帯電話のトラヒックの急増に対応するため、4.9GHz帯
などの新たな周波数を５Ｇに割り当てるための検討を行うなど、５Ｇの

普及に取り組んでいます。
【ドローン利用拡大への対応】
　近年のドローン利用拡大に伴い、携帯電話網や無線 LAN を上空
で利用したいというニーズが高まっております。こうしたニーズを踏ま
え、総務省では、ドローンの利用環境整備のため、携帯電話の上空利
用の範囲の拡大、ドローンで利用可能な無線LAN用周波数帯の拡張、
一定の条件の下での免許手続等を簡素化することなどについて検討
を行っています。

電波の利用環境の整備

　警察・消防無線、航空・海上無線、携帯電話などの重要な無線にお
いて、電波を支障なく利用できるよう、妨害が発生した場合の迅速な
排除や平時からの不法無線局の取締りを実施しています。また、無線
局のデータベースシステムの構築のほか、電波を安心して利用してい
ただくための知識やルールの周知・啓発活動を行っています。
　さらに、電波が人体などに与える影響の科学的な解明や、電波利用
における人体防護の指針である「電波防護指針」の策定、電気・電子機
器などからの漏えい電波に関する規格の策定などを通じて、誰もが安
心して安全に電波を利用できる環境の整備に努めています。

インターネット上の違法・有害情報への対策Topic

　インターネットの存在により、膨大な量の情報が世界中を高速で飛
び交い、人々が自由かつ簡便に意思疎通を図ることができるようになり
ました。これにより、私たちの生活に大きな便益がもたらされたものの、
誹謗中傷をはじめとする違法・有害情報の流通も増加し、大きな社会
問題となっています。
　総務省では、インターネット上の違法・有害情報への対策として、①
ユーザのＩＣＴリテラシーの向上、②プラットフォーム事業者による投
稿の削除等の透明性向上、③発信者情報開示に関する取組、④相談
対応の充実の４つの柱を立てた上で、各取組を推進してきました。特
に、③発信者情報開示に関する取組については、令和３年にプロバイダ
責任制限法を改正し、発信者情報の開示請求に係る新たな裁判手続
を創設する等、対策の強化を行ってき
たところです。
　しかしながら、インターネット上の
違法・有害情報の流通状況は、依然と
して高止まりの状態が続いています。
違法・有害情報相談センター（総務省
事業）に令和４年度に寄せられた違
法・有害情報に関する相談件数は
5,745件に上っており、被害者からは

投稿の削除に関する相談が特に多く寄せられています。これを踏まえ、
総務省では、令和６年にプロバイダ責任制限法を改正し、大規模なプ
ラットフォーム事業者に対して、削除対応の迅速化や運用状況の透明
化を義務付けることとしました。あわせて、法律の題名も「特定電気通
信による情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する法
律」（略称：情報流通プラットフォーム対処法）に改めました。
　インターネット上の違法・有害情報への対策に当たっては、被害者の
救済や発信者の表現の自由等、様々な権利利益のバランスを踏まえる
ことが重要です。安心・安全なインターネットの利用環境の整備に向け
て、これからも総務省では更なる取組を進めていきます。
※違法・有害情報対策関係の業務については、令和６年７月に情報流通行政局に移管されました。
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サイバー
セキュリティ
統括官
参事官

サイバーセキュリティ統括官 施設等機関・特別の機関
自治大学校

情報通信政策研究所

　自治大学校は、地方公共団体の民主的かつ能率的な運営を期
するため、地方公務員の資質の向上、公務能率の発揮・増進を目
的とした高度な研修を実施する、中央研修機関です。卒業した研
修生は、全国の地方公共団体の幹部として活躍しており、その中に
は首長も多数います。
　現在、最長4.5か月間の課程を含めて年間8課程14コースの研
修課程があり、毎年約1千人が受講しています。研修内容は、地方
公務員の政策形成能力や行政経営能力の養成に重点を置いてお
り、社会経済情勢や行政ニーズの変化、新たな政策課題に対応し
て、不断の見直しを行っています。
　また、地方自治や地方公務員に対する研修内容・方法について
の調査研究、研修用資料・テキストの作成等も実施しているほか、
EROPA（行政に関するアジア・太平洋地域機関）の「地方行政セ
ンター」として、諸外国の地方行政制度の調査・研究や外国公務員
に対する研修を行っています。

　情報通信政策研究所は、情報通信政策に関する基礎的な調査
研究と情報通信行政に従事する職員の研修を専門的に行うことを
目的に設置されています。
１ 情報通信政策に関する基礎的な調査研究等
　メタバース等の仮想空間の利活用等に関する調査研究など、情
報通信を取り巻く急速な環境変化に的確に対応した調査研究等
を実施しており、研究成果の発信、研究者等との連携等により、政
策形成への寄与に努めています。
２ 情報通信行政に従事する職員の研修
　情報通信分野の発展・高度化に対応した行政を的確に推進して
いくため、変化の著しいICTに関する高度な専門的知識・技能の修
得を目的とした研修を実施し、人材の育成に努めています。

　統計研究研修所は、統計技術に関する研究を行うとともに統計
に関する我が国唯一の専門研修機関として、国・地方の公務員に対
し、統計リテラシーの向上を目的として統計研修を行っています。
　統計技術に関する研究としては、各府省共通の統計技術に関す
る研究、各府省・地方公共団体からの要請に応じた統計技術支援
などを実施しています。
　また、統計研修については、統計の知識を体系的・段階的に習得
する「業務レベル別研修」（統計担当者向け入門・本科（総合課程）
等）と、特定の分野に関する知識を習得する「分野別研修」（国民・
県民経済計算、GISによる統計活用等）を実施しています。

　衆議院比例代表選出議員及び参議院比例代表選出議員の選挙
並びに最高裁判所裁判官の国民審査に関する事務を管理し、ま
た、法人格を取得しようとする政党の確認を行います。

　政治資金規正法に基づき設置された機関で、登録政治資金監
査人の登録・研修に関すること、政治資金監査に関する具体的な
指針の策定、収支報告書の記載方法に係る基本的な方針の策定
などを行います。

　地方公共団体相互間の紛争等に際し、事件ごとに任命され、地
方公共団体相互間の紛争の調停、都道府県の市町村に対する関
与に関する審査、地方公共団体相互間の連携協約に係る紛争に
関する処理方策の提示、地方自治法の規定による審査請求に係る
審理等を行います。

　消防大学校は、市町村の幹部消防職員、消防団員に対する専門
的で高度な教育訓練、都道府県及び政令指定都市の消防学校へ
の講師派遣、新しい時代の消防防災業務を円滑に行うための様々
な講習会を開催しています。

　消防研究センターは、消防防災の科学技術に関する研究を総合
的・組織的に行う我が国唯一の国立研究機関です。特に、国が担う
必要のある社会的緊急性の高い領域での安全確保を図るため、災
害時における消防の活動その他消防科学技術に関する研究調査
及び試験を行っています。

統計研究研修所

消防研究センター

消防大学校

自治紛争処理委員

政治資金適正化委員会

中央選挙管理会

総務省2024年度業務案内

　自由で開かれたサイバー空間は我々に様々な恩恵を与えてくれています。しかし、攻撃者は、このサイバー空間を悪用
し、我が国の重要インフラに攻撃を仕掛け、政府や企業が持つ情報を狙っています。そうした高度なサイバー攻撃から日
本の情報通信ネットワークをどう守れば良いか？普及が進む5Gや更なる先のB5G/6Gを見据えつつ、押さえるべきセ
キュリティ上のポイントはどこか？通信の秘密を確保し、表現の自由を発展させながら、どうすればサイバー空間を安全
にできるのか。法律、予算、産業界との協力、同盟国との連携、先端技術の研究開発…サイバーセキュリティ統括官室で
は、あらゆる政策手段を選択肢に、日々、我が国のサイバーセキュリティに向き合っています。
　例えば、ルーターやネットワークカメラなどのIoT機器の普及に伴って、これらを踏み台とするサイバー攻撃が頻発する
ようになっています。こうしたサイバー攻撃を予防するため、IoT機器のセキュリティ対策向上の官民連携プロジェクト
「NOTICE」（後述）に取り組んでいます。
　また、国家のサイバーセキュリティの屋台骨である
人材の育成については、インシデントに即応できる
実践的人材を育成するサイバー防御演習「CYDER」
や、若年層を対象に第一線の技術者が１年かけて指
導する「SecHack365」などを実施し、将来の我が
国のサイバー空間を担う人材を育てています。
　さらには、国境を越えるサイバー攻撃への対処の
ため、米国や欧州各国政府等との政策調整や情報共有、産業界同士の連携の促進等による重層的・多面的な協力関係
の強化も進めているほか、タイに設置した「日ASEANサイバーセキュリティ能力構築センター」を舞台としたASEANと
の交流による西太平洋からインド洋にまたがる広大な地域のサイバー空間の安定性の確保に向き合っています。
　これ以外にも、実空間とサイバー空間が高度に融合する中では、データの改ざんや送信元のなりすましを防止する仕
組みである「トラストサービス」の推進が重要となってきます。とりわけ、企業におけるDXが加速する中、組織等が発行す
る電子データの発行元を証明する「eシール」に注目が集まっており、高い信頼性を保証するeシールについて国が認定す
る制度の創設に向けて検討を進めています。
　こうした政策立案を正しく行うためには、サイバー空間の情勢や攻撃者の動向を正確に読み解く必要があります。この
ため、NICTと連携し、サイバーセキュリティに関する産学官の巨大な結節点となる先端的基盤「CYNEX」をはじめ、世界
的にも有数の規模を誇るサイバー攻撃観測網「NICTER」や、攻撃者を誘い込み挙動を調査する「STARDUST」等の最
先端の研究基盤を活用し、サイバー空間の情勢把握を進めています。
　これらに加え、デジタル化を支える暗号技術の安全性確保、テレワークや無線LAN、スマートシティのセキュリティ対
策なども政策領域です。

サイバーセキュリティ政策の推進

IoT/5G時代の到来を踏まえ、官民連携によるセキュリティ対策の推進、不足する人材の
育成、研究開発の推進、国際連携の推進等により、サイバーセキュリティの確保に取り組
んでいます。

Mission

Topic ルーター等のIoT機器の乗っ取りを予防するセキュリティ対策（NOTICE）

　「NOTICE」は、平成31年度からインターネット上の脆弱なIoT機器を観測し、その管理者にセキュリティ対策の改善
を求める取組を続けています。令和6年度からは、最新のサイバー攻撃動向に対応できるよう観測能力を強化するととも
に、IoT機器のセキュリティ対策の普及活動を強化しています。ぜひ、「NOTICE」のホームページでチェックリストを確認
してください。

日本に対するサイバー攻撃の様子（NICTによる観測）
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四国行政評価支局

中国四国管区行政評価局
中国総合通信局

北陸総合通信局

総務省の地方支分部局総務省の審議会等
総務省2023年度業務案内

Ministry of Internal Affairs and Communications Ministry of Internal Affairs and Communications

名　称 主な所掌事務 構成員等

恩給審査会 　総務大臣の諮問及び付議に応じて、恩給に関する処分に係る審査請求の裁決に
係る答申を行うこと及び傷病恩給請求に係る議決を行うこと。

・委員…学識経験者
・庶務担当部局…政策統括官（恩給担当）

統計委員会 　総務大臣等の諮問に応じて公的統計基本計画の案や基幹統計調査の変更等に関し
て調査審議するとともに、統計及び統計制度の発達及び改善に関する基本的事項につ
いて総務大臣に意見を述べること。

・委員…学識経験者等
・庶務担当部局…政策統括官（統計制度担当）

地方財政審議会 　地方交付税、地方譲与税、各種交付金、地方公共団体の翌年度の歳入歳出総額の
見込額等について、法令によりその権限に属させられた事項に関し、総務大臣に必
要な勧告をすること並びに法令によりその権限に属させられた事項及びこれに影響
を及ぼす制度に関し、関係機関に意見を述べること。

・委員…地方自治に関して優れた識見を有
する者
・庶務担当部局…自治財政局

国立研究開発
法人審議会

　総務大臣が、国立研究開発法人情報通信研究機構及び国立研究開発法人宇宙航空
研究開発機構の業務実績評価等を行う際に意見を述べること。

・委員…学識経験者
・庶務担当部局…国際戦略局

国地方係争
処理委員会

　普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関与のうち国の行政機関が行うも
のに関する審査の申し出につき、地方自治法の規定によりその権限に属させられた
事項を審議すること。

・委員…優れた識見を有する者
・庶務担当部局…自治行政局

・委員…電気通信事業、電波の利用又は放送の
業務に関して優れた識見を有する者
・庶務担当部局…電気通信紛争処理委員
会事務局

電気通信
紛争処理委員会

　電気通信事業者間の接続、ケーブルテレビ事業者と地上テレビジョン放送事業者
間の再放送の同意に関する紛争等に対し、あっせんや仲裁を行うこと。
　また、総務大臣が接続協定等の細目裁定、業務改善命令等を行う際に、総務大臣から諮問
を受けて審議・答申を行うこと及び競争ルールの改善等について総務大臣に勧告すること。

・委員…学識経験者
・庶務担当部局…行政評価局

政策評価審議会 　総務大臣の諮問に応じて、政策評価に関する基本的事項及び行政運営改善調査に関する
重要事項を調査審議するとともに、これらの事項に関し総務大臣に意見を述べること。
「政策評価に関する基本方針」の策定・変更に際し、総務大臣に意見を述べること。

・委員…学識経験者
・庶務担当部局…情報流通行政局

情報通信審議会 　総務大臣の諮問に応じて、情報の電磁的流通及び電波の利用に関する政策に関す
る重要事項を調査審議し、総務大臣に意見を述べること並びに郵政事業及び郵便認
証司に関する重要事項を調査審議し、関係各大臣に意見を述べること。

・委員…学識経験者等
・庶務担当部局…官民競争入札等監理委員
 会事務局

官民競争入札等
監理委員会

　国の行政機関等が行う官民競争入札及び民間競争入札について、競争の導入に
よる公共サービスの改革に関する法律の規定によりその権限に属せられた事項を
審議すること。

・委員…学識経験者
・庶務担当部局…情報流通行政局

情報通信行政・
郵政行政審議会

　総務大臣の諮問に応じて、電気通信事業法、郵便法、民間事業者による信書の送
達に関する法律等の規定により、その権限に属させられた事項を処理すること。

・委員…学識経験者等
・庶務担当部局…行政不服審査会事務局

行政不服審査会 　各府省の大臣等の諮問に応じて、各府省が行った処分又は不作為に対する審査
請求に関して、調査審議を行い、答申すること。

・委員…学識経験者等
・庶務担当部局…情報公開・個人情報保護
審査会事務局

情報公開・個人
情報保護審査会

　行政機関の長等の諮問に応じて、行政機関の長等が行った行政文書等の不開示
決定等に対する審査請求に関して、調査審議を行い、答申すること。

・委員…学識経験者
・庶務担当部局…消防庁

消防審議会 　消防庁長官の諮問に応じて、消防に関する重要事項を調査審議するとともに、これ
らの事項に関して消防庁長官に意見を述べること。

電波監理審議会 　総務大臣の諮問等に応じて、電波、放送等に関する事項を審議し、必要に応じ総務
大臣に勧告すること、並びに電波法等に基づく総務大臣の処分に対する審査請求に
ついて審査及び議決すること。
　また、電波の有効利用の程度の評価を行い、必要に応じ総務大臣に勧告すること。

・委員…学識経験者等
・庶務担当部局…総合通信基盤局

・委員…学識経験者
・庶務担当部局…行政管理局

独立行政法人
評価制度委員会

　主務大臣が行う独立行政法人の目標策定や業務実績評価等に対して意見を述べ
るほか、特に必要があると認められるときには、内閣総理大臣に対して意見具申を行
うこと。

管区行政評価局・行政評価事務所
行政監視行政相談センター

行政運営改善調査
　国の行政機関等が実施している政策の地域における効果、行政運営の
実態、行政課題の発生状況などに関する具体的な情報やデータを収集・分
析しています。

行政相談
　地域住民から国の行政などへの苦情や意見、要望を受け付け、必要に応
じ関係行政機関などにあっせんを行い、その解決や実現の促進を図るとと
もに、行政の改善に生かしています。また、地震・台風等の災害発生に際し
ては、関係機関等と連携し、被災者等からの相談に対応しています。

総合通信局等
総合通信局及び沖縄総合通信事務所は、電波、電気通信
の規律・振興、地域における情報化の推進等の情報通信
行政に関する、地域の実情に応じた施策の実施機関及び
国民との窓口機関として、地方公共団体や地域の事業者
等に対し、以下のような業務を実施しています。

電気通信事業の規律・監督
地域の特性に応じた情報化の推進
サイバーセキュリティの確保
放送局の免許等
ケーブルテレビの登録等

無線局の免許等
電波の有効利用の促進
電波の監視等
不要電波障害の調査
信書便事業の監督

管区行政評価局・行政評価事務所・行政監視行政相談センターは、
全都道府県に計50か所配置され、国民に信頼される公正で透明、
簡素で効率的な質の高い行政の実現を図るため、
地域における国の行政の実態把握や改善を行うことを目的として、
行政運営改善調査、行政相談等の業務を実施しています。

北海道管区行政評価局
北海道総合通信局

東北管区行政評価局
東北総合通信局

関東管区行政評価局

関東総合通信局

信越総合通信局

中部管区行政評価局
東海総合通信局

近畿管区行政評価局
近畿総合通信局

四国総合通信局

九州管区行政評価局

九州総合通信局

沖縄行政評価事務所
沖縄総合通信事務所
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総務省の沿革

（令和6年3月末現在）

内閣官房内閣人事局
（平26.5.30～）

サイバーセキュリティ統括官

政策統括官
（統計制度担当）
（令3.7.1～）
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国家行政のマネジメントとその改革、

時代の変化に即した「地方自治」の追究、

ICTによる成長戦略の実現など、

総務省はこれからも、広い視野と生活者の視点で

国民のくらしを支えていきます。

一人一人が豊かさを実感できる国づくりを目指して、

今日も私たちは歩みを進めていきます。
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